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2. マルクス的一般均衡モデルと均衡解概念 

2章では、本書で取り扱われる資本主義経済の基本モデルを定義し、また、経済の
均衡概念について定義する。導入される均衡概念は、フォン・ノイマン流一般均衡モデル

における均斉成長解と新古典派一般均衡理論の完全競争解、及びそのリファインメントで

ある再生産可能解である。これらの均衡解の一般的存在定理、及び、それぞれの解の特性

についての若干の議論を行う。 
資本主義経済均衡に関する古典派経済学やマルクス派の理論は、利潤率の産業部

門間の均等化である。デイヴィット・リカードやカール･マルクスは長期的市場均衡1の特徴

として、産業部門間の利潤率均等化を考えていたし、マルクス派の標準的議論も、長期的

市場均衡における市場価格を部門間の利潤率を均等化させる価格体系――｢生産価格｣の事、

古典派では｢長期自然価格｣――として考えてきている。これは、市場における長期的競争

の性質として、資本の部門間移動が可能であり、高い利潤率の部門への資本の参入と、低

い利潤率の部門からの資本の退出が存在する。そうした運動を貫いて長期的に確立される

市場の理念的平均状態においては、全ての部門での利潤率が均等化すると考えるのが、利

潤率均等化としての長期均衡価格に関する洞察である。そうした洞察に基づく均衡概念を

もっとも的確に表現するのが、単純なレオンチェフ型投入-産出モデルの下での均斉成長経
路の価格体系――フロベニウス固有ベクトルとして定まる価格体系――である。そこでは

全ての財の生産部門に跨る均等利潤率の実現によって、その均衡条件が定義されている。 
しかしながら、利潤率均等化としての長期均衡価格という洞察自体は、決してマ

ルクス派や、あるいはピエロ・スラッファに代表されるネオ・リカード派などのような、

現代では異端派的扱いを受ける経済学説に固有なものではなく、現代の新古典派経済学に

おいても継承されている視角である。例えば、動学的市場経済での一般均衡解として著名

な、フォン･ノイマン型経済成長モデルにおける均斉成長解は、均衡の条件として異なる生

産工程間での均等な成長率と、その双対として均等利子率の成立を要請している。この特

性は、古典派やマルクス派の立場からは、均等利潤率の成立と解釈されるのであり、その

ような観点から、森嶋通夫はマルクス＝フォンノイマン・モデルにおける均斉成長解の条

                                                  
1 もっとも、｢均衡｣という概念自体が、古典派やマルクス派の本来の理論体系には存在しない、という解釈も可能であ
る。ここではそれらの用語上のデリケートな問題は捨象して、現代経済学の標準的な経済理論で用いられている用語で
もって、出来る限り古典派やマルクス派の固有の理論を再構成するという本書の立場より、｢均衡｣という用語で通した
いと思う。 
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件として、異なる産業工程間で均等に保証利潤率が実現される事を要請した。ノイマン型

モデルにおける均斉成長解において均等利子率ないしは利潤率が要請されるのは、それが

資本の参入･退出を伴う市場の動学的長期均衡の特徴であると考えられるからであった。換

言すれば、均等利子率ないしは利潤率の条件とは、均斉成長解を成立させる経済における

合理的意思決定の契機として、完全競争市場下の資本家たちの利潤最大化行動が存在する

事の暗黙裡の想定、と解釈されてきたと言える。2 
        しかしながら以下の 2 章において、これまで森嶋通夫などによって、マルクス的
市場均衡モデルの代表とされてきたフォン･ノイマン型一般均衡モデルと、新古典派の標準

的な一般均衡モデルとは、有意な違いがある事について議論される。とりわけ、ノイマン

モデルでの均衡概念である均斉成長解と、新古典派の完全競争均衡解とは、互いに独立な

均衡概念だという事が主張される。具体的には、我々は 2 章の最初に、ジョン・ローマー
が提唱した再生産可能解[Roemer (1980; 1981)]を、本書において一貫して採用されるべき
マルクス的市場均衡解概念として、導入する。再生産可能解とは、完全競争均衡解のリフ

ァインメントの一つとして位置づけられ、｢現在の生産期間で利用可能な総資本財賦存が、

次期の生産期間でも利用可能なストックとして少なくとも単純再生産される｣という資本

蓄積に関する条件を、標準的な完全競争均衡解の諸条件に追加して満たす様な価格体系と

総生産点の組み合わせとして、定義される。従って、その定義より、再生産可能解は、各

資本家の所与の市場価格をシグナルとする利潤最大化行動を媒介に実現され、かつ、資本

財ストックの蓄積条件を満たすような生産計画によって支持される市場の均衡状態である。

資本財ストックの蓄積条件は、ノイマン流の均斉成長経路であれば満たされるので、この

再生産可能解は一見、ノイマン流の均斉成長解の拡張である様に見える。 
しかし、以下の 2.4節の例 2.1において、そうした見方は正しくない事が論証され

る。具体的には、モデルとしてレオンチェフ経済体系を想定する限り、投入産出行列の分

解不可能性の仮定の下、ノイマン流の均斉成長解も再生産可能解も、共にフロベニウス固

有ベクトルとして定まる価格体系及びその双対としての産出体系として、特徴付けられる。

すなわち、レオンチェフ経済体系の下では、生産工程間の利潤率均等化を実現するノイマ

ン流の均斉成長解は再生産可能解でもあるので、資本家の利潤最大化行動によってミクロ

的基礎付けを与える事が出来る。他方、資本家の利潤最大化行動の媒介によって実現され

る再生産可能解では、部門間の利潤率均等化という、伝統的マルクス派やネオ･リカード派

が要請する均衡条件が満たされる。しかしながら、モデルとしてフォン・ノイマン経済体

系以上を想定するや、そうした理想的性質はもはや維持されない。すなわち、ノイマン流

の均斉成長解は新古典派的一般均衡論が想定するような、資本家の利潤最大化行動によっ

てミクロ的基礎付けを与える事が一般には出来ない。従って、資本家の合理的意思決定の

社会的合成としてノイマン流の均斉成長解を説明する事は出来ない事が論証される。他方、

再生産可能解では、全ての資本家が共通の閉凸錘生産技術にアクセス可能な限り、彼らの

                                                  
2 例えば、Morishima (1960, Chapter V, p.132)を参照の事。 
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資本所有当たりの利潤収益率が、最も収益的な生産活動で実現される最大利潤率に等しく

なる。しかしながら、異なる生産工程間の利潤率の均等化は、一般には成立しない。 
以上より、利潤率均等化の価格体系を均衡条件と課したノイマン流均斉成長解は、

合理的な資本家たちの利潤最大化というミクロ的意思決定の社会的合成の結果としては、

説明できない。つまり、そうした解釈とは全く別の解釈によって、利潤率均等化としての

均衡価格体系は、説明されなければならない。しかし、利潤率均等化が必ずしも、産業部

門間の資本移動の長期的収束先としては解釈できないという議論は、すでにNikaido (1983)
の均衡動学分析などによって展開されていたものであった。その意味では、本章の結果は、

長期的市場均衡の条件として部門間の利潤率均等化を課すことの不適切性を含意するとい

う意味で、Nikaido (1983)の研究をサポートするものと位置づけ可能であるかもしれない。 
2.5節ではさらに、ノイマン流の均斉成長解は新古典派的完全競争均衡解とは違っ

て、パレート効率的な資源配分には必ずしもならず、したがって、厚生経済学の第 1 基本
定理も均斉成長解に関しては成立しない事について、論証される。そこで想定される経済

環境では、消費者は労働者階級のみからなり、労働者たちは余暇への選好を持たず、また、

ある実質賃金消費ベクトルを消費する事にのみ関心を持っていると想定されている。また、

潜在的労働人口が当該社会の総資本財賦存に比較して相対的に過剰である為、均衡では雇

用労働者にとって、雇用される事とされない事と無差別となる様な、生存賃金水準が実現

されている。そのような環境においてはパレート効率的配分とは、当該社会の現存価格体

系の下で実現可能な総利潤を最大化させるものに他ならない。その意味でのパレート効率

性を再生産可能解が満たす事は自明である為、2.5節ではさらに強い意味での効率性条件を
導入する。それは生産期末における剰余生産物の極大化――従って、来期以降に利用可能

な資本財ストックの蓄積の極大化を意味する――として、定義される。この強い意味での

効率性条件を全ての再生産可能解が満たす事は保証されないが、再生産可能解の集合の中

に必ずこの効率性条件を満たす解の存在が論証される。他方、ノイマン流均斉成長解に関

しては、そうした性質は期待できない。すなわち、全ての均斉成長解がこの効率性条件を

満たさない様な経済環境の存在が、論証される。 
以上の結果より、我々は次章以降の搾取概念を用いた資本主義経済均衡の特徴付

けの議論において前提する解概念として、再生産可能解の採用を正当化できる。古典派や

マルクスが暗黙裡に想定していた経済モデルはレオンチェフ経済体系であったわけで、モ

デルをより一般化した場合の解概念の拡張として適切なのは、ノイマン流均斉成長解より

も、むしろ各資本家の利潤最大化行動を媒介とする再生産可能解であろう。 
 
2.1. 基本的生産経済モデル 

今、市場を通じた取引が普遍化している経済社会には n種類の財が存在している。
この社会は二つの人々のグループ N 及びOから構成されている。グループ N は資本家階級
に属する人々からなる集合であって、任意の資本家 Nν ∈ は、財の初期賦存ベクトル
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nν
+∈ω R を私的所有している。他方、グループOは労働者階級に属する人々からなる集合で

あって、Oに属する全ての労働者の n種類の財の初期賦存は n
+∈0 R であって、無所有であ

る。彼らは単に 1労働日に 1単位の労働を提供する能力(労働力)を有しているだけであり、
その能力の格差は存在しない。また、彼らの提供する労働は同質である。かくして、社会

全体での財の初期賦存量は N
ν

ν∈≡ ∑ω ω である。 
この経済社会における生産技術を一般に、生産可能性集合 n nP − − +⊆ × ×R R R で定義

する。集合 Pの一般的要素は 2 1n + 次元ベクトル ( )0 , , Pα≡ − − ∈α α α であって、 0α +∈R は

生産計画αの下での直接労働投入量を表し、 n
+∈α R はその計画下での非負の財の投入ベク

トルを表し、 n
+∈α R はその結果としての財の産出ベクトルを表す。また、ˆ n≡ − ∈α α α R で、

生産計画αの遂行によって得られる純産出ベクトルを表す。生産可能性集合 Pは一般に、
n n

− − +× ×R R R における閉凸錘(closed convex-cone)集合であり、 P∈0 を満たす。さらに以下

の追加的仮定を課す事にする:3 
 
A1. ( )0 , , Pα∀ = − − ∈α α α  s.t. 0 0α ≥  & ≥α 0 , [ 0 0α> ⇒ >α 0 ]; 

A2. n
+∀ ∈c R , ( )0 , , Pα∃ = − − ∈α α α  s.t. ˆ ≥α c  但し ˆ = −α α α ; 

A3. ( )0 , , Pα∀ = − − ∈α α α , ( ), n n
− +′ ′∀ − ∈ ×α α R R , ( ) ( ) ( )0, , , , Pα′ ′ ′ ′⎡ ⎤− ≤ − ⇒ − − ∈⎣ ⎦α α α α α α . 

 
上記三つの追加的仮定のうち、A1.は、非負･非ゼロの産出物が生産されるときには必ず正
の直接労働投入を必要とする事を意味する。すなわち、生産活動における労働投入の不可

欠性の仮定である。労働は生産可能な生産物ではないので、それはもっぱら投入財として

のみ現れる。他方、A2. は、いわゆる純生産可能性条件と言われる条件の一般的記述であ
る。すなわち、どんな非負の財ベクトルであっても、それを生産可能性集合 Pの下で純生
産可能である事を意味する。最後に A3. は、いわゆる自由可処分性(free disposal)の仮定を
意味する。 
 なぜこのモデルでは、生産可能性集合の定義の際に、投入を産出とは区別して記

載するのであろうか？それは、ここで考える経済環境では、生産における時間要素の存在

が本質的であるからである。すなわち、資本家たちは生産に先立って、購入した投入財の

費用を払わなければならず、したがって、その支払いは彼らの資本 νpω を元手に行わなけ
ればならないからである。彼らは今日の生産への融資の為に、この生産による将来の収益

                                                  
3 以下では、全てのベクトル ( )1, , px x=x … 及び ( )1, , p

py y= ∈y R… に関して、 

i ix y≥ ⇔ ≥x y  ( )1, ,i p∀ = … ; > ⇔ ≥x y x y  & ≠x y ; i ix y⇔ >x y�  ( )1, ,i p∀ = … . 
また、 ( )¬ ⋅ で、 ( )⋅ の記述の否定を表すものとする。例えば、 ( )¬ ≥x y ならば、 ≥x yではない事を意味する。す
なわち、 1, , : i ii p x y∃ = <… を意味するものとする。 
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を見込んで貸借を行う事は出来ない。それゆえ、物的には同じ財であっても、その投入と

しての使用と産出としてそれの間の区別が意味を持つのである。代替的な生産可能性集合

の定義として、その要素を ( )0 , ,α− −α α でなく、 ( )0 ˆ,α− α で表すという方法があり、通常の

新古典派的な一般均衡理論においては、その後者のような表現が標準的である。しかし後

者の表現は、生産過程における時間の存在を無視しており、それは例えばベクトル α̂の第 i
要素 ˆiα が非負値である場合には、まるで財 iの投入による生産活動に対して資本家は何も支
払わなくても良いかのように見える。しかし、実際には、財 iの投入コストとして、 i ip α の
額を生産期間の期首に準備しなければならない。そうした構造は集合 Pの要素を 2 1n + 次元

ベクトルで表す事によって明示化できるのである。 
生産技術条件に追加して、いわゆる労働者の生存消費ベクトル (subsistent 

consumption vector)を導入する。全ての労働者は 1労働日に 1単位の労働を提供する事の
対価として、少なくとも n

+∈b R の消費財ベクトルを購入可能なだけの賃金収入を必要とす

る。 n
+∈b R の消費財ベクトルを購入不可能な水準の賃金収入の場合、労働者達は翌日行使

する為の労働力を再生産することが出来なくなる故、結局、労働市場から撤退するものと

考えられる。また、余暇への選好は存在しない。今、財の私的所有状態を ( ) N
ν

ν∈
ω で表す事

ができる。以上より、一つの資本主義経済 (a capitalist economy)をリスト

( ) ( ), ; , ;
N

N O P ν
ν∈

b ω で表す事にする。尚、 ( ) ( ){ }0 1 1, ,P Pα = ≡ ∈ = − −α α α α という記号

を以下、適時、使用する。また、労働投入量 1単位の下で純生産可能な財ベクトル集合を、 

( ) ( ){ }0
ˆ ˆ ˆ1 1, , :nP Pα = ≡ ∈ ∃ = − − ∈ − ≥α R α α α α α α  

とする。また、任意の集合 S に関して、 ( ){ }:S S S′ ′∂ ≡ ∈ ¬ ∃ ∈x x x x� と表す。さらに、

( ){ }:P P P′ ′∂ ≡ ∈ ¬ ∈α α α α� 及び、 ( ){ }:SP P P′ ′∂ ≡ ∈ ¬ ∈ >α α α α という記号も時々、

用いる。 SP∂ は効率的生産可能性集合と言うべきものであり、他方、 P∂ は集合 Pの境界
(boundary)からなる部分集合である。 

上記のように定義した資本主義経済 ( ) ( ), ; , ;
N

N O P ν
ν∈

b ω に関して、その生産可能

性集合 Pの特殊形態として、いわゆるレオンチェフ生産技術体系 ( ),A L がある。ここで Aは
n n× 型非負正方行列であって、その各成分 0ija ≥ は、財 jの 1 単位当たり粗産出の際に必

要な財 iの投入量を意味する。行列 Aを投入産出行列と言う。他方、Lは1 n× 型非負行ベク

トルであって、その各成分 0jL ≥ は、財 jの 1単位当たり粗産出の際に必要な直接労働投入

量を意味する。ベクトル Lは直接労働投入ベクトルと言われる。レオンチェフ生産体系
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( ),A L から導出される生産可能性集合は ( ) ( ){ }, , , n
A LP L A +≡ − − ∈x x x x R で与えられる。この

( ),A LP は n n
− − +× ×R R R における閉凸錘集合であり、また ( ),A LP∈0 である。また、生産可能性

集合一般に対して仮定された上記の A1.と A2.は、レオンチェフ生産体系 ( ),A L の下では以

下のように記載される: 
 
A1’. L 0� ; 
A2’. n

+∀ ∈c R , n
+∃ ∈x R  s.t. A− ≥x x c . 

 
但し n

+∈x R は 1n× 型列ベクトルであって、その各成分 0ix ≥ は財 iの粗生産活動水準を表す。
ここで、A1’.は直接労働投入ベクトルが正ベクトルである事を意味し、これは全ての財生産
活動において直接労働投入が不可欠である事の表現である。また、A2’.はレオンチェフ生産
体系における、いわゆる純生産可能性(Net Output Producibility)条件である。 
 純生産可能性条件は、 2 2× 型投入産出行列の想定の下、以下のように図示される: 



 7

図 2.1: レオンチェフ生産体系の下での純生産可能性 
 
上記の図 2.1では、財 1の 1単位粗産出のために、 11 0a ≥ の財 1と 21 0a > の財 2の投入が

必要である事、そして、財 1産業の 1単位粗産出活動 1
1
0
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

e の結果、 11

21

1 a
a

−⎡ ⎤
⎢ ⎥−⎣ ⎦

だけの純産

出ベクトルを生産する事を表している。同様に、財 2 の 1 単位粗産出のために、 12 0a > の

財 1と 22 0a ≥ の財 2の投入が必要である。そして、財 2産業の 1単位粗産出活動 2
0
1
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

e の

結果、 12

221
a
a

−⎡ ⎤
⎢ ⎥−⎣ ⎦

だけの純産出ベクトルを生産する。さらに、図 2.1は、産出活動 1e と産出活

動 2e の適切な 1 次結合によって得られる産出活動 ( )1 21t t= + −x e e  (但し 0 1t≤ ≤ )の適当な

スカラー倍 qx  (但し、 0q > )によって、 2
+R 上の任意の点をカバーできる事を示している。

• b

21a−

12a−

( )111 a−

( )221 a−

0
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例えば図 2.1の点 2
++∈b R の任意のスカラー倍 2q ++∈b R に対して、それを純産出可能とする

ような産出活動 2q ++′ ∈x R が存在する事を確認できる。 
 
2.2. 再生産可能解 

前節のように定義された資本主義経済 ( ) ( ), ; , ;
N

N O P ν
ν∈

b ω の下での人々の経済

活動について、議論しよう。今、財市場における完全競争市場を仮定し、各経済主体は市

場価格体系 ( ) 1, nw +
+∈p R を所与として、合理的経済活動を選択するものとしよう。但し、p

は1 n× 型財行ベクトルであって、その各成分 0jp ≥ は財 jの市場価格を表す。また、 0w ≥ は

名目賃金率を表す。 
第一に、労働者は価格体系がw ≥ pbを満たす限り、資本家に雇用されて 1日 1単

位労働を提供する事を望む。逆にw < pbならば、いずれの労働者も労働市場から撤退する。

つまり、もはや 1日 1単位労働を提供しようとは考えない。このモデルでは単純化のため、
労働者の消費選択の多様性は存在しないものと仮定する。すなわち、全ての労働者は予算

制約w q= pbを満たす消費財ベクトル qbを消費選択すると仮定している。 
第二に、任意の資本家 Nν ∈ は、価格体系 ( ),wp の下で、予算制約下の利潤最大化

を達成するように、生産計画を設定する: すなわち、所与の市場価格体系 ( ) 1, nw +
+∈p R の下,

以下の様な予算制約下の利潤最大化問題(P1)  

                       ( )0 , ,
max

Pν ν ν να= − − ∈α α α
 ( )0wν ν να− +pα pα                     (P1) 

s.t. ν ν≤pα pω , 

の解となるような生産計画 ( )0 , , Pν ν ν να= − − ∈α α α を選択する。価格体系 ( ),wp の下での問題

(P1)の解の集合を、 ( ),wν pA で表す事とする。このモデルでは単純化のため、資本家は問

題(P1)を解く結果として獲得した利潤収入は全て来期の生産活動のための資本財ストック
の蓄積資金に費やされるものと仮定する。すなわち、資本家の消費選択問題は捨象する。 
 資本家の利潤最大化問題(P1)は、通常の新古典派的一般均衡理論での定式と異なり、
資本制約式 ν ν≤pα pω が制約条件として存在する。これは、この経済モデルでは、生産にお
ける時間の要素を本質的に考えているが故である。すなわち、資本家は今日使用した財の

投入コストを、その生産成果の収入を明日、受け取る以前に、支払わなければならない、

という構造がある。4その場合には、信用市場が存在しない当該経済モデルの下では、生産

                                                  
4 この生産の時間構造をより厳密に考慮するならば、問題(P1)においても、生産期首の価格と期末の価格体系は一般に
違い得るので、利潤関数と資本制約式もそれぞれ、 ( )1 1

0
t t twν ν να+ +− +p α p α と t tν ν≤p α p ω などと表記されるべきだろう。
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のコストは内部金融にて賄うしかない為、各資本家の生産活動は彼の資本制約式によって

限定される事になる。5そうした構造は、標準的な新古典派的一般均衡理論におけるモデル

では生じない事に留意すべきである。そこでは生産における時間の要素は無視されており、

いわば生産諸要素の投入の瞬間に産出を得られる世界を描いている。したがって、生産の

コストは産出物の販売による収入で以って瞬間的に相殺される事が可能となり、信用市場

が存在しない世界であったとしても、各資本家は彼の元々の資本賦存に制約される事なく、

所与の市場価格の下で利潤を最大化させる生産点を、生産可能性集合全体の中から選択す

る事が可能となる。6 
 以下では財の市場価格ベクトルは全て、 1=pb となるように基準化されているもの

とする。以上の設定の下、この経済における均衡は以下のように定義される: 
 

定義 2.1. [Roemer (1980;1981)]: 任意の資本主義経済 ( ) ( ), ; , ;
N

N O P ν
ν∈

b ω に対して、ある

ペア ( )( ) 1, , nw P+
+∈ ×p α R が一つの再生産可能解 (a reproducible solution) (RS)と呼ばれる

のは、それが以下の条件を満たすとき、そのときのみである: 

(a) Nν∀ ∈ , ( ),wν ν∈α pA , 但し N
ν

ν∈≡ ∑α α  (利潤最大化条件) ; 

(b) 0ˆ α≥α b , 但し ( )0 , , Pα= − − ∈α α α  & ˆ = −α α α  (再生産可能条件) ; 

(c) w = pb  (生存賃金均衡条件) ; & 
(d) ≤α ω  (社会的実行可能性条件). 

 
定義 2.1.の 4 つの条件のうち、(a)は再生産可能解での市場価格体系の下で、全ての資本家
は彼らの所有する資本財の貨幣価値額によって規定された予算の制約内で利潤最大化を実

現する生産計画を遂行している事を意味する。これは再生産可能解が、市場価格をシグナ
                                                                                                                                                  
但し、ここで tp は第 t 期の期首における価格体系を表している。問題(P1)において、そのような記述がないのは、一つ
は、各資本家の来期の価格体系に関する予測が 1t t+ =p p ( t∀ ) である、という定常期待(stationary expectation)の構造
を持っている、と暗黙裡に仮定されている事であり、また、第二に、再生産可能解という均衡状態においては、各資本
家のそうした定常期待が実現化されるような価格体系の系列を考えているからである。この二つの仮定は、少なくとも
資本ストックωがフォン・ノイマン軌道(von Neumann ray)上にある限り、それらを支持する再生産可能解(価格体系と
生産点)の時系列が存在する[Roemer (1980, Appendix II, Theorem, p.529)]。 
5 だからと言って、このモデルでの帰結が、信用市場の不在という要因に本質的に依存したものであると解釈する必要
は無い。実際、Roemer (1981, Chapter 3)が示しているように、信用市場の導入によって、資本家間での利子率を価格
シグナルとする資本の貸借行動をモデルとして組み込み、全体の純借入額がゼロである均衡条件を用いて、議論する限
り、ここで論じる諸結果に本質的な違いは出てこないのである。その意味で、信用市場の無いモデルの想定は、議論の
簡潔化という目的以上のものではない。 
6 ｢瞬間的な生産時間｣という解釈の他には、あるいは標準的な新古典派的一般均衡理論は、長期の市場取引をモデル化
していると見なす解釈も可能であろう。超長期的には、生産活動における資本賦存制約は本質的ではない、という解釈
である。例えば、後節で議論されるフォン・ノイマン経済モデルでも、その標準的な表現では生産要素の賦存制約――
資本賦存制約も労働賦存制約も――が一切現れないが、これはこの種のモデルが超長期的な市場経済のメカニズムを扱
う目的で構築されたものであるから、という理由が成り立つのである。 
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ルとした下での経済主体の合理的意思決定の合成として達成されるものである事を意味し

ている。 
条件(d)は、社会総体として賦存する総資本財賦存量ωの範囲内で生産活動を行っ

ている事を意味する。これはこの経済モデルに暗黙裡に時間的構造を導入している事を意

味している。つまりある生産期間の期首に存在している総資本財賦存量がωであるとする
と、それ以上の資本財を使った生産活動は一生産期間内では不可能である事を意味する。

資本財とその他、労働などの生産要素が生産期間の期首に投入されてから、一生産期間の

後、その期末に生産物が産出される。この一生産期間内に産出された生産物と期首におい

て生産過程に投入される生産要素のみが、この経済における市場を通じた資源配分の対象

となっている。ここでは財の先物市場の存在は想定していない事に注意されたい。また、

この経済社会の外部から資本を貸借する事も不可能である。そのような想定の下で、条件(d)
は資本財における需給の均衡条件を表している。左辺が生産要素としての資本財への総需

要を表し、右辺はその総供給を表している。 
条件(c)は労働市場における均衡条件を表している。w = pbとは、再生産可能解に

おいては、労働者の賃金率は、1単位の 1日労働の行使に際して必要な生存消費ベクトルb
の購入に要する最少額として、決まる事を意味する。これは、当該資本主義社会において、

いわゆるマルクスの相対的過剰人口が存在する事を前提している。この社会は社会総体と

して賦存する総資本財賦存量ωの範囲内で生産活動を行うのだが、そのとき、 ( )0α ω は社

会総体として賦存する総資本財賦存量ωの制約下での労働総需要の最大値を表すとしよう。
この ( )0α ω は例えば、 

( ) ( ){ }0 0 0max , , SPα α α= ∃ = − − ∈ ∂ω α ω α  

で決定される場合もある。7 今、 ( )0 #Oα ≤ω のとき、相対的過剰人口が存在し得るのであ

り、かつ均衡賃金水準は生存最小限水準w = pbが均衡賃金水準になり得る。賃金率がより

減少すれば、もはやどの労働者も労働市場から撤退してしまうからである。条件(c)は総資
本財賦存量ωの制約下での労働総需要以上に潜在的な労働供給(相対的過剰人口)が存在す
るときの、労働市場均衡条件式を意味する。相対的過剰人口が存在し得る理由は、当該社

                                                  
7 ( ){ }0 0max , , SPα α∃ = − − ∈ ∂α ω α は全ての可能な P に対して常に存在するとは限らない。しかし、ここでは存在する

ケースをとりあえず考える。その様なケースとして、例えば ( ),A LP P= の場合、 ( ) 1
0 LAα −=ω ω となる。逆に、例えば、

財 1が資本財、財 2が消費財である様な 2財の世界を考え、そして生産関数 ( )2 0 1,fα α α= が存在して、それがコブ･

ダグラス型 ( ) ( ) ( )1
0 1 0 1, t tf α α α α −=  ( 0 1t< < )でもって、その効率的フロンティアが表現されるような生産可能性集合

P も、A1, A2, A3を満たす。この場合、 ( ){ }0 0max , , SPα α∃ = − − ∈ ∂α ω α は存在しない。財 1の賦存量を 1ω で固定し

たまま、労働投入量を増やせば、常に財 2の産出量は増大するからである。しかし、このようなタイプの生産可能性集

合であっても、
( )*

0 1
2

0 2

,f w b
p

α α
α

∂
= =

∂
となる *

0α は存在する。そして、この *
0α よりも労働投入を増やしたとしても、労働

の限界生産性が 2b を下回るが故に、事実上、その様な労働需要は有効ではない。その意味で ( ) *
0 0α α=ω と設定しても問

題は無い。 



 11

会において資本財の社会的賦存が、労働の社会的賦存に比して相対的に稀少である経済環

境である点に求められる。資本の相対的稀少性が生じるのも、当該経済モデルに生産の時

間構造を想定しているからであり、資本財自体も当該社会の中で生産される生産物の束と

して取り扱っているからである。ある生産期間において労働が相対的に過剰であるが故に、

資本財の生産過程への投下を増やす事で過剰な労働の有効利用によって利潤量を増やそう

としても、資本財の増量投下の為には、資本財の新たな生産を要するのであり、その生産

活動もやはり 1 生産期間を要するのである。したがって、我々が特に焦点を当てている任
意の 1 期間における資源配分活動を見る限り、そこに資本の相対的稀少賦存という特性が
存在しても、なんら不思議な状況ではない。 

最後に条件(b)は、消費財の需給条件を表している、と解釈可能であろう。この経
済社会で財を消費財として利用する必要があるのは、労働力の再生産のエネルギー源とし

てそれらの財の消費を必要とする労働者たち集合Oのみである。資本家階級の諸個人たち
は、財の消費財としての利用には関心がなく、彼らは専ら資本財の蓄積にのみ関心を持つ

者達と想定されている。したがって、条件(b)の右辺がこの経済における消費財への総需要
を表し、左辺はその総供給を表しているものと解釈可能である。条件(b)のもう一つの説得
力ある解釈としては、それは、今生産期間の期首に社会に賦存した資本財ストック量ωを
今生産期間の期末において再現可能である為の条件を表しており、来期の生産においても

再び最低限ωの量だけの総資本財ストックを投下して生産可能である(少なくともいわゆる
単純再生産可能である)事を要請するものである。なぜならば、条件式 0ˆ α≥α bは 
                                0α+ − − ≥ω α α b ω                             (2.1) 
と同値である。この(2.1)式の右辺は、今期の生産活動の期首に際して、投下した資本財ス
トックの総計である。他方、左辺は今期の生産活動によって投下した資本財ストックの今

期末における回収分と純生産物から労働者に対して支払わねばならない実質賃金ベクトル

0α bを控除したものの総計である。左辺が右辺を上回っているので、この社会は生産活動

によって投下した資本財ストックを回収・再現し、かつ、労働者がその労働力を来期以降

に向けて再生産できるだけの実質賃金ベクトルを支払った後にも、まだ非負の余剰が存在

する可能性を意味する。期首に投下した資本ストックωが期末に回収される事は、条件(d)
より保証されている。この余剰分は来期の生産活動のための資本財ストックの蓄積へと廻

されるものと解釈可能である。 
 この再生産可能解は、いわゆる完全競争市場における標準的な均衡解であるワル

ラシアン解(競争均衡解)といかなる論理的関係にあるのだろうか？その問いを考察する為
に、ここで想定する経済環境の下での競争均衡解を定義しよう。 
 

定 義 2.2. : 任 意 の 資 本 主 義 経 済 ( ) ( ), ; , ;
N

N O P ν
ν∈

b ω に 対 し て 、 あ る ペ ア
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( )( ) 1, , nw P+
+∈ ×p α R が一つの競争均衡解 (a competitive equilibrium) (CE)と呼ばれるのは、

それが以下の条件を満たすとき、そのときのみである: 

(a) Nν∀ ∈ , ( ),wν ν∈α pA , 但し N
ν

ν∈≡ ∑α α  (利潤最大化条件) ; 

(b’) 0 ˆα+ ≤ +α b ω α  (超過総需要条件) ; & 
(c) w = pb  (生存賃金均衡条件). 

 
この不等式(b’)の右辺は資本財と消費財の総供給を、左辺は資本財と消費財の総需要を表し
ている。よって、(b’)は標準的な、競争均衡解を構成する総超過需要条件を表している事を
確認できよう。上記の競争均衡解の定義では、標準的な議論とは違って、消費者の予算制

約下の合理的選択条件が登場しない。それは、この経済環境では、消費者は専ら労働者階

級だけからなり、しかも彼らは全員一致して生存消費ベクトルbの働いた時間分だけの消費
にのみ関心があるため、事実上、消費者選択の契機は均衡解の定義から捨象され得る。つ

まり、経済主体の合理的意思決定による媒介項は資本家たちの利潤最大化条件のみである。 
 注意すべきは、一般に、再生産可能解の集合は競争均衡解の部分集合になる事で

ある。その意味で、再生産可能解とは競争均衡解のリファインメントである。競争均衡解

は条件(a)、(c)、そして(b’)を満たすような ( )( ), ,wp α によって定義される。そして、再生産

可能解の 4 つの条件から競争均衡解の 3 条件が全て満たされる事を確認できるので、再生
産可能解は競争均衡解である。実際、再生産可能解の条件(b)式と条件(d)式の和を取ると、
常に競争均衡解の条件(b’)式を導く事が出来る。しかし逆は一般に言えない。(2.1)式は資本
蓄積の経路条件に関わる性質であり、そのような条件は競争均衡解には存在しないからで

ある。 
 なぜマルクス的一般均衡モデルでは、そこで採用すべき均衡解概念として、単な

る競争均衡解ではなく、再生産可能解を考えるべきなのだろうか？両者の違いは、(2.1)を
要請するか否かに端的に表れている。(2.1)式とは、上述のように、各生産期間における社
会全体の資本財ストックの少なくとも単純再生産可能性を意味していた。また、(2.1)式は
定義 2.1-(b)の不等式の要請と同値である。したがって、それは 1 生産期首に投下される労
働力の再生産に必要な生存消費べクトルがその期末に供給される事によって、投下された

労働力が再生産可能である事を意味する。このようにして、再生産可能解とは、単に価格

シグナルの媒介の下での市場における需給の一致を要請するのみならず、資本ストックと

労働力の再生産を通じた、資本主義経済システムそのものの再生産をも要請するものであ

る、と解釈可能である。この、経済的資源配分を通じた経済システムそのものの再生産と

いう視点こそが、マルクス的均衡概念によって表現され得る固有の特徴なのである。 
 再生産可能解を 2 財のレオンチェフ生産体系の世界の下で、幾何的に表現してみ
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よう。改めて図2.2は、仮定A1’.とA2’.とを供に満たすレオンチェフ生産体系を描いている。

財 1産業の 1単位粗産出活動 1
1
0
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

e の為には、 11
1

21

a
a
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

a だけの投入が必要である。他方、

財 2産業の 1単位粗産出活動 2
0
1
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

e の為には、 12
2

22

a
a
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

a だけの投入が必要である。それ

ぞれの投入ベクトル 1−a 及び 2−a が図 2.2の負象限で描かれている。今、非負象限にある単
位ベクトル 1e から 1−a だけ移動した点を取ると、それが財 1産業の 1単位粗産出活動の結果

である純生産ベクトル 11
1 1

21

1 a
a

−⎡ ⎤
− = ⎢ ⎥−⎣ ⎦

e a を構成する。同様に、単位ベクトル 2e から 2−a だけ

移動した点が、財 2産業の 1単位粗産出活動による純生産ベクトル 12
2 2

221
a
a

−⎡ ⎤
− = ⎢ ⎥−⎣ ⎦

e a を構成

する。点 1 1−e a と点 2 2−e a とを結ぶ線分が、いわば単位産出活動の適当な 1次結合によって
可能となる純生産量の軌跡を表す。それが図 2.1で描かれたものであり、通常、純生産可能
曲線(Net Output Possibility Curve)と呼ばれるものである。 
 次に、点 1e からベクトル 1−a の方向で、かつ 1−a の長さを超えてさらに移動させて
みよう。同様に、点 2e からベクトル 2−a の方向で、かつ 1−a の長さを超えてさらに移動させ 
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図 2.2: レオンチェフ生産体系と均衡価格 
但し * 0μ > はいわゆるフロベニウス根の逆数 

 
てみよう。すると、ある適当な 1より大きい正数 * 0μ > に関して、点 1e からベクトル *

1μ− a
だけ移動した点 *

1 1μ−e a と、点 2e からベクトル *
2μ− a だけ移動した点 *

2 2μ−e a とを結ぶと、
その線分がちょうど原点 0を通る、そのような *μ が存在する。つまり、ベクトル *

1 1μ−e a と

ベクトル *
2 2μ−e a は一次従属である。換言すれば、適当な法線ベクトル ( )* * *

1 2,p p=p 0� と

原点 0によって定義される超平面 ( ) { }* *, 0nH ≡ ∈ =p 0 x R p x に、点 *
1 1μ−e a と点 *

2 2μ−e a 、

及び両点を結ぶ線分は属している。この 1より大きい正数 * 0μ > は、いわゆる非負行列 Aの
フロベニウス根の逆数であり、それに付随する唯一の正固有ベクトルが法線ベクトル *p で

b

21a−

12a−
( )111 a−

( )221 a−

0

*p

•

*p

2 2e - a

*μ−2 2e a

1 1e - a

*μ−2 1e a

1

1

12
2

22

a
a
⎛ ⎞

− = −⎜ ⎟
⎝ ⎠

a

11
1

21

a
a
⎛ ⎞

− = −⎜ ⎟
⎝ ⎠

a

1 2

1 0
,

0 1
⎛ ⎞ ⎛ ⎞

= =⎜ ⎟ ⎜ ⎟
⎝ ⎠ ⎝ ⎠

e    e

 



 15

ある。ところでこの超平面 ( )*,H p 0 は、点 1 1−e a と点 2 2−e a とを結んで定義される直線を、

原点を通るように平行移動したものに他ならない。換言すれば、純生産可能曲線は超平面

( )*,H p 0 と同じ傾きを持つのであり、従って、ベクトル *p と直交するのである。従って、

財の価格体系が *p であるならば、純生産可能曲線上の点はいずれも同額の売上げ収入を資
本家にもたらす事が解る。 

 
図 2.3: レオンチェフ生産体系における、正の利潤の伴う再生産可能解 

 
 レオンチェフ生産技術体系が図 2.2のように与えられているときに、今、社会全体
の総資本賦存ωが図 2.3 の負象限の位置で与えられているものとしよう。財 1 を生産する
産業工程 1a と財 2を生産する産業工程 2a との適度な一次結合によって定まる生産活動水準

* 2
++∈x R の実行によって、総資本ストックωをフル稼働できる事を図 2.3は示している。す

なわち、 

適当な
*
1*
*
2

x

x

⎡ ⎤
= >⎢ ⎥
⎢ ⎥⎣ ⎦

x 0  & * *
1 2 1x x+ = に関して、 * * *

1 1 2 2A x x= + =x a a ω , 但し 11 12

21 22

a a
A

a a
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

, 

となる。このとき、 * *ˆ A≡ −α x x が対応する純産出ベクトルである。このときの必要な直接

1 1e - a

 

( )( ),1p ,α は図のようなレオンチ

ェフ経済において、正の利潤を伴う再

生産可能解である。 

•b

p

p

p

•
lα

profit

2 2e - a

( )0
ˆ 1P α∂ =

2a

1a

0

ω
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投入労働量 *Lx を 1と基準化しよう。定義より、 ( ) ( )0,
ˆˆ 1A LP α∈∂ =α である。このとき、労働

者へ支払わなければならない実質賃金ベクトルの最低限はbとなる。今、図 2.3に描くよう
に、点bは点 α̂の南西方向に位置しているものとしよう。すなわち、 ˆ ≥α bである。また、
図 2.2 においてその存在が確かめられた行列 Aのフロベニウス正固有ベクトルに相当する

財の価格ベクトルをp 0� とする。また、 ( )* * *, ,L A≡ − −α x x x と置けば、ペア ( )( ),1 ,p α は

この 2財レオンチェフ生産経済における再生産可能解を構成する。 
 実際、純産出ベクトル α̂も実質賃金ベクトルbも、価格ベクトルpを法線ベクトル
とする超平面に属しており、実質賃金ベクトルbと価格ベクトルpによって構成される超平

面は、非負象限において、 ( )( ),1 ,p α の下で労働 1単位提供した労働者の受け取る所得曲線 

( ) { },1 1nB +≡ ∈ =p c R pc  

に一致する。このとき、資本家の利潤量は ( )ˆ⋅ −p α b に等しく、これは価格 ( ),1p の下で確か

に、αによって最大化されている。それはフロベニウス正固有ベクトルp 0� の下では、純

生産可能曲線上のいずれの点も同一の利潤率を保証する: 
( ) ( )1 1 1 2 2 2

1 2

L L⋅ − − ⋅ − −
=

p e a p e a
pa pa

 

のであり、今、労働 1 単位と資本財ストックωをフル稼働できる生産計画はαのみである
からである。また、図 2.3の構成より ˆ ≥α bであった。αにおいては *

0 1Lα = =x であったか

ら、これは再生産可能解の条件(b)が満たされている事を意味する。すでに 1w = =pb 及び、

*A= =α x ωについては図 2.3の構成より確認済みである。以上より、 ( )( ),1 ,p α は再生産可

能解である。さらに、図 2.3では ˆ >α bより、利潤 ( )ˆ⋅ −p α b は正である事も確認できる。 

 
2.3. 再生産可能解の存在定理 

前節で導入された均衡解の存在問題について、ここでは議論したい。第一に、ここで

想定する様な閉凸錘的生産技術体系を持つ私的所有生産経済では、競争均衡解の存在は比

較的容易に証明できる。2.1節で定義した経済環境では、社会の生産可能性集合が閉凸錘で
ある事から、全ての資本家はこの生産可能性集合に自由にアクセス可能である。つまり企

業ごとにアクセス可能な生産可能性集合が異なるという、一般均衡理論における標準的な

ワルラス市場モデルのような複雑な要因は、ここでは存在しない。また、資本家の目的は

専ら資本財の蓄積にあり、したがって、彼の問題は所有資本制約下の利潤最大化問題とし

て定式化された。他方、消費行動は労働者階級にのみ見られ、しかも全ての労働者は 1 単
位労働提供に対して生存消費ベクトルbを消費する事にのみ関心がある。すなわち、消費選
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択問題はここでは実質上、存在しない。このようにかなり簡単化された競争市場モデルを

ここでは想定しているが故に、競争均衡解の存在問題も簡単化されていると見なせる。以

下では、2.1節で定義された資本主義経済モデルの下での完全競争解の存在定理の議論から
始める事にしよう。 

以下、 { }1n
+Δ ≡ ∈ =p R pb としよう。市場価格 ∈Δp が所与の下で、各資本家 Nν ∈ に

とっての実行可能な生産集合を ( ) { }B Pν ν ν ν≡ ∈ ≤p α pα pω と定義しよう。 

 
Lemma 2.1: 任意の Nν ∈ に関して、 nν

++∈ω R としよう。このとき、任意の ∈Δp に対して、

( )Bν p は非空、凸、かつコンパクトである。また、対応 :B Pν Δ →→ は劣半連続である。 

 

証明： ( )Bν p が非空である事は、 ( )Bν∈0 p より従う。凸性と有界閉集合である事も、定

義より明らかである。最後に、対応 Bνの劣半連続性について。今、 ( )Bν∈α p でありかつ、

μ →p pとしよう。このとき、各 μに関して ( )Bμ ν μ∈α p であるような点列 μ →α αの存在を

示したい。今、各 μに関して 

( )
( )

if
if

B

B

ν μ
μ

μ ν μλ

∈⎧
= ⎨

∉⎩

α pα
α

α α p
 但し { }maxμ μ μ νλ λ λ+= ∈ ≤R p α p ω  

と、点列{ }μα を定義しよう。 nν
++∈ω R である事より任意の μ ∈Δp に対して、 0μ ν >p ω で

ある事から、 μλ は well-definedである事を確認できる。また、定義より、 1μλ ≥ 。定義よ

り、この点列{ }μα においては、各 μに関して ( )Bμ ν μ∈α p である。さらに、 μ →p p、及び

( )Bν∈α p から、 1μλ → が従う。それゆえに、 μ →α αが従う。                     Q.E.D. 

 
Lemma 2.2: 任意の Nν ∈ に関して、 nν

++∈ω R としよう。このとき、任意の ∈Δp に対して、

( ),A wν p は非空、凸、かつコンパクトである。また、対応 :A Pν Δ →→ は優半連続である。 
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証明： ( ),A wν p の非空、凸性は明らか。また、関数 ( )0wν ν να− +pα pα は連続であるので、

コンパクト集合 ( )Bν p 上でのその最大値の集合はコンパクトである。 

最後に、対応 Aν の優半連続性を証明する。今、ある点列 μ →p pに対して、

( ),A wμ ν μ∈α p かつ μ →α αであるとしよう。 このとき、 ( ),A wν∈α p である事を証明す

る。逆に ( ),A wν∉α p と仮定しよう。ここで μ →p pかつ μ →α αであるので、 ( )Bν∈α p は

容易に従う。実際、 ( )Bν∉α p ならば ν>pα pω であり、したがって十分にαに近い μα に関

しても μ μ μ ν>p α p ω となり、これは ( ),A wμ ν μ∈α p に矛盾する。よって、 ( )Bν∈α p 。今、

( ),A wν∉α p であると仮定する。したがって、ある ( )Bν′∈α p が存在して、そのとき 

0 0ˆ ˆw wα α′ ′− > −pα pα  

となる。すると、Bνの劣半連続性より、各 μに関して ( )Bμ ν μ′ ∈α p となり、かつ、 ′α に収

束する別の点列{ }μ′α が存在する。よって十分に大きい μに関して、 

0 0ˆ ˆw wμ μ μ μα α′ ′− > −pα pα  

が成立する事になり、これは ( ),A wμ ν μ∈α p に矛盾。よって ( ),A wν∈α p が従う。   Q.E.D. 

 

定理2.1：任意の Nν ∈ に関して、 nν
++∈ω R となるような資本主義経済 ( ) ( ), ; , ;

N
N O P ν

ν∈
b ω

を考える。今、 ( )0 #Oα ≤ω かつ n
++∈b R とする。8 このとき、競争均衡解 ( )( ),1 ,p α が存在

する。 
 
証明： n

++∈b R であるので、Δは単体に位相同型的(homeomorphic)になる。総超過需要対
応 : nZ Δ →→ R を以下のように定義しよう：任意の ∈Δp に対して、総超過需要集合を 

( ) ( ) ( )( ){ }0 ˆ ,1
N N N

Z A Nν ν ν ν ν
ν ν ν

α ν
∈ ∈ ∈

≡ + − + ∈ ∀ ∈∑ ∑ ∑p α b ω α α p  

                                                  
8 正の生存消費ベクトルの仮定は、証明のプロセスを簡潔にする為に導入したものであって、競争均衡の存在にとって、
この仮定は本質的なものではない。 
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とする。この総超過需要対応が非空、コンパクト凸値であり、かつ Δ上において優半連続
であることを確認することができる。さらに、任意の総超過需要ベクトル ( ) ( )Z∈z p p に関

して、 ( ) 0⋅ ≤p z p となる。それは、第一に、任意の Nν ∈ に関して ( ),1Aν ν∈α p かつ ( )Bν∈0 p

である事から、 0ˆ 0N N
ν ν

ν ν α∈ ∈− ≥∑ ∑pα が従う為に、また第二に、 ( )Bν ν∈α p ( )Nν∀ ∈ で

ある事より ( ) 0N
ν

ν∈⋅ − ≤∑p α ω が従う事から、確認できる。 

 以上の議論より、Debreu (1959)のレンマ[Debreu (1959; section 5.6, (1); p. 82)]

を適用すれば、ある価格ベクトル * ∈Δp 及び、ある超過需要ベクトル ( ) ( )* *Z∈z p p が存在

して、 ( )* ≤z p 0となることを確認できる。これは定義 2.2-(b’)の条件が満たされている事を

意味する。また、総超過需要の定義より、 ( )*z p に対応する ( ) ( )* *,1NN
Aν ν

νν ∈∈
∈×α p が存在

する。賃金率は 1w = であるが、これは ( )0 #Oα ≤ω の前提と整合的である。以上の議論より、

当該経済において ( ) ( )( )* *,1 ,
N

ν
ν∈

p α が競争均衡解を構成する。                    Q.E.D. 

 
 次に再生産可能解の存在問題について議論しよう。前述のように、再生産可能解

は競争均衡解のリファインメントである為、その存在問題は固有に探求しなければならな

い。競争均衡解の存在が保証されたとしても、その均衡配分が資本蓄積の経路条件である

(2.1)式を満たすものであるか否かは自明な問題ではない。 

 生産可能性集合 Pを所与として、 ( ){ }0 0 , ,nP Pα α≡ − − ∈ − − ∈α α b R α α� としよう。

今、資本財の社会的初期賦存ωに関して、以下のような限定された定義域集合を考える： 

( ){ }*
0 0: , , ,n P Pα α+≡ ∈ ∃ ∈ ≤ ¬ − ≥ − − ∈∂ω R α α ω α ω α b α α ω b �^ �  

この集合は非空な閉凸錘集合である。もし *∈ω ^ であるならば、このωの下で、定義 2.1-(b)
式及び定義 2.1-(d)式を満たすような生産計画が実行可能となる事を意味する。さらに、こ
のとき 0 Pα− − ∈∂α ω b �も従う。 

 我々は、上記の集合 *^ に総資本財ストックが賦存している事が再生産可能解の存
在の必要十分条件である事を証明する事ができる： 
 

定理 2.2 [Yoshihara (2007)]： n
++∈ω R であるような資本主義経済 ( ) ( ), ; , ;

N
N O P ν

ν∈
b ω を
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考える。今、 ( )0 #Oα ≤ω かつ n
++∈b R とする。9 このとき、再生産可能解 ( )( ),1 ,p α が存在

するのは、 *∈ω ^ であるとき、そしてそのときのみである。 
 

証明：1. ( )⇒ について。 ( )( ),1 ,p α が再生産可能解であるとしよう。再生産可能解の下では、

=pα pωである。よって、定義 2.1-(d)より、 ≤α ωかつ ( )¬ α ω� である。また、定義 2.1-(b)

より、 0α− ≥α b αである。また、定義 2.1-(a)より、 ( ),1
N

Aν
ν∈

∈∑α p である。したがって、

( ) 0α⋅ − −p α ω
pω

は価格体系 ( ),1p の下での最大利潤率を実現している。よって、 ′ =pα pωと

なるような任意の P′∈α に関して、 ( ) ( )0 0α α′ ′ ′⋅ − − ≥ ⋅ − −p α ω p α α である。これは P�の凸
性より、 0 Pα− − ∈∂α ω b �である事を意味し、かつ、 ∈Δp が点 0α− −α ω bの一つの支持価
格であることを意味する。10 ここで、 P∈α 、 ≤α ω、かつ A3より、( )0 , , Pα− − ∈ω α であ

る事は保証されている事に留意せよ。 

2. ( )⇐ について。 *∈ω ^ としよう。そのとき、ある生産計画 P∈α が存在して、 ≤α ωか

つ ( )¬ α ω� となる。さらに、 0 Pα− − ∈∂α ω b �でもある。この最後の性質より、支持超平
面定理(Supporting Hyperplane Theorem)が適用できて、ある価格 ∈Δp が存在して、集合

P�上で 0α− −α ω bを支持する事を確認できる。したがって、 ′ =pα pωとなるような任意の

0 Pα′ ′ ′− − ∈α α b � に対して、 ( ) ( )0 0α α′ ′ ′⋅ − − ≥ ⋅ − −p α ω p α α である。これは、価格体系 ( ),1p

の下で、αが利潤率最大化を実現している事を意味する。さらに、 P∈0 � である事から、
( ) 0 0α⋅ − − ≥p α ω も保証される。 

 さて、 ( ) N
ν

ν∈
ω がこの経済環境における資本財初期賦存の分布であった。当然ながら、

N
ν

ν∈ =∑ ω ωである。そのとき、Pの凸錘性より、任意の資本家 Nν ∈ に関して、
ν

ν ≡ pωα α
pω

とすれば、 ( ),1Aν ν∈α p となる。また、 *∈ω ^ かつ、αの定義より、 0α− ≥α b αである。

最後に、 ( )0 #Oα ≤ω である事より、 1w = =pb も成立する。以上より、 ( )( ),1 ,p α が再生産

可能解となる。                                                             Q.E.D. 
 

                                                  
9 正の生存消費ベクトルの仮定は、証明のプロセスを簡潔にする為に導入したものであって、再生産可能解の存在にと
って、この仮定は本質的なものではない。 
10 例えば、Rockafellar (1970)における Corollary 11.6.2, p.100を参照の事。 
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 再生産可能解の存在問題は、Roemer (1980,1981)においても議論されている。最
初に、Roemer (1980,1981)は分解不可能な投入産出行列を持つレオンチェフ生産経済の下
での再生産可能解の存在定理を提示しており、その定理では解が存在する為の必要十分条

件として、総資本ストックωの定義域をある閉凸錘な集合として特徴づけていた。それは
以下のような集合である： 

( ){ }**
0, : ,n

A LP α+≡ ∈ ∃ ∈ = − ≥ω R α α ω α b α^ . 

 

系 2.1 [Roemer (1981; Chapter 1)]： n
++∈ω R である資本主義経済 ( )( ) ( ),, ; , ;A L N

N O P ν
ν∈

b ω

を考える。今、 ( )0 #Oα ≤ω かつ n
++∈b R とする。11 また、投入産出行列 Aは分解不能であ

るとする。このとき、再生産可能解 ( )( ),1 ,p x が存在するのは、 **∈ω ^ であるとき、そして

そのときのみである。また、このとき利潤率の均等化が成立する。 
 

証明： **^ をレオンチェフ経済モデルの表記で改めて書き換えると、 

{ }** : , ( )n n A L A+ +≡ ∈ ∃ ∈ = − ≥ω R x R x ω x x b x^ . 

1. ( )⇒ について。 ( )( ),1 ,p x が再生産可能解であるとしよう。ここで定義 2.1-(b)より、再生

産可能条件 ( )L A− ≥x x b xが成り立つ。 n
++∈b R かつ、A2’より、 ≠x 0ならば ( )Lx b 0� であ

る。さらに A1’及び Aの分解不可能性より、正の逆行列 [ ] 1I A −− 0� が存在して、 

[ ] 1 ( )I A L−≥ −x x b 0� . 

つまり再生産可能解 ( )( ),1 ,p x においては、全ての産業部門は正の生産活動を行っている。

この事は、各資本家は価格 ( ),1p の下で利潤最大化をすべく生産活動を選択しており、その

結果としての x 0� である事から、価格 ( ),1p において全ての産業部門の利潤率が等しくな

ければならない事を意味する。するとペロン＝フロベニウス定理より、そのような価格ベ

クトルpが唯一、行列 Aの正固有ベクトルとして存在する。ところで再生産可能解におい
ては A =p x pωが成り立っており、かつ、p 0� である事から、A =x ωでなければならない。

以上より、 **∈ω ^ である。 

                                                  
11 正の生存消費ベクトルの仮定は、証明のプロセスを簡潔にする為に導入したものであって、再生産可能解の存在にと
って、この仮定は本質的なものではない。 
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2. ( )⇐ について。 **∈ω ^ としよう。するとある非負のベクトル n
+∈x R が存在して、 

( )L A− ≥x x b x  

であり、1.と同じ理由で、 ≠x 0ならば x 0� である。そのような xに関して、 A =x ωであ
る。このとき、ペロン＝フロベニウス定理より、行列 Aの唯一の正固有ベクトルp 0� に関

して、 ∈Δp となるように基準化すれば、フロベニウス固有値の逆数1+ Πよりも小さいあ

る 1よりも大きい正数 ( )1 π+ に関して 
( )1 A Lπ= + +p p  

となる。この価格体系 ( ),1p の下では、全ての産業部門の利潤率が均等である為、総生産活

動ベクトルが xであれば、それは全ての資本家の資本制約下の生産活動を利潤最大化行動と

して支持する。また、 ( )0 #Oα ≤ω であるので、賃金率 1w = は均衡となる。よって、 ( )( ),1 ,p x

は再生産可能解となり、そのとき全ての産業部門の利潤率が等しくなっている。    Q.E.D. 
 
我々が上記で議論した *^ との主な違いは、第 3条件 0 Pα− − ∈∂α ω b �を要請していない点で
ある。この条件は、剰余生産物に関する効率的生産の条件と言えるものであり、これによ

ってωの下でアクセス可能な生産点αがある価格体系の下での利潤率最大化を保証してい
る。一般的な凸錘生産可能性集合の場合、全ての生産点が利潤率最大化を保証するという

状況はまれである。従って、この条件は一般的な凸錘生産技術をもつ生産経済では不可欠

な要請である。他方、分解不可能な投入産出行列を持つレオンチェフ生産経済の場合、再

生産可能解の下では n財全ての生産部門が稼動されるという特性を持つ。それが故に、この
種の経済では、再生産可能解の下では n財全ての生産部門の利潤率は均等でなければならな
い、という性質を持つ。したがって、レオンチェフ生産経済の場合、いかなる生産点も n財
全ての部門の生産活動の何らかの一次結合として表されるという性質から、結局、いかな

る生産点も *^ の第 3条件 0 Pα− − ∈∂α ω b �を自動的に満たしている事が従う。つまり、分解
不可能な投入産出行列を持つレオンチェフ生産経済の場合には、再生産可能解の存在を保

証する資本財初期賦存の定義域に関する制約は、残りの二つの要請、つまり定義 1-(b)と定
義 1-(d)の条件との整合性だけで十分なのである。 
 第二に、Roemer (1980,1981)は、一般的な凸生産可能性集合を持つ生産経済の下
での再生産可能解の存在証明も行っている。そこでは、Roemer (1980,1981)はこの解の存
在証明を直接行うのでなく、準再生産可能解(quasi-reproducible solution; QRS)という概念
を導入し、一旦、準再生産可能解の存在を証明するという媒介を経て、再生産可能解の存

在について議論している。しかしその証明方法では、再生産可能解が存在する為の、総資

本ストックωの定義域についての特徴づけに成功していない。つまり、再生産可能解の存
在を保証するような、総資本ストックωの賦存領域に関するプリミティヴなデータについ
て、Roemer (1980,1981)は何も明らかにしていない。もちろん、Roemer (1980,1981)の場
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合は、凸錘ではなく、単に凸性を要請しているだけという点で、より一般的な生産経済を

扱っているという違いはある。対して、我々がここで論じた Yoshihara (2007)においては、
生産可能性集合は凸錘に制約されているものの、上記の課題に関して、完全な解答を与え

ているのである。 
 
2.4. 一般凸錘生産経済の特殊ケース：フォン・ノイマン経済と均斉成長解 

資本主義経済 ( ) ( ), ; , ;
N

N O P ν
ν∈

b ω の生産可能性集合 Pのもう一つの代表的特殊

形態として、いわゆるフォン・ノイマン生産技術体系 ( ), ,A B L がある。ここで Aは n m× 型

非負行列であって、その各成分 0ija ≥ は、第 j工程の 1単位操業水準に必要な財 iの投入量

を意味する。行列 Aを投入行列と言う。また、Bは n m× 型非負行列であって、その各成分

0ijb ≥ は、第 j工程の 1単位操業水準で可能な財 iの産出量を意味する。行列 Bを産出行列
と言う。他方、 Lは1 m× 型非負行ベクトルであって、その各成分 0jL ≥ は、第 j工程の 1

単位操業水準当たりに必要な直接労働投入量を意味する。ベクトル Lは直接労働投入ベクト
ルと言われる。フォン・ノイマン生産体系 ( ), ,A B L から導出される生産可能性集合は

( ) ( ){ }, , , , m
A B LP L A B +≡ − − ∈x x x x R で与えられる。この ( ), ,A B LP は n n

− − +× ×R R R における閉凸錘

集合であり、また ( ), ,A B LP∈0 である。また、生産可能性集合一般に対して仮定された A1.と

A2.は、フォン・ノイマン生産体系 ( ), ,A B L の下では以下のように記載される: 

 
A1’’. L 0� ; 
A2’’. n

+∀ ∈c R , m
+∃ ∈x R  s.t. B A− ≥x x c . 

 

但し m
+∈x R は 1m× 型列ベクトルであって、その各成分 0jx ≥ は第 j工程の操業水準を表す。

ここで、A1’’.は直接労働投入ベクトルが正ベクトルである事を意味し、これは全ての財生産
活動において直接労働投入が不可欠である事の表現である。また、A2’’.はフォン・ノイマン
生産体系における、純生産可能性(Net Output Producibility)条件である。 
 前節まで我々は、主に２つの均衡概念について考察してきた。一つは競争均衡解

であり、もう一つは再生産可能解であった。この節では、フォン・ノイマン生産体系 ( ), ,A B L

を持つ資本主義経済 ( )( ) ( ), ,, ; , ;A B L N
N O P ν

ν∈
b ω の下でしばしば議論される、もう一つの代

替的均衡概念について議論したい。それは均斉成長解(balanced growth solution)と呼ばれ
るもので、以下のように定義される： 
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定義 2.3. [von Neumann (1945)]: 任意の資本主義経済 ( )( ) ( ), ,, ; , ;A B L N
N O P ν

ν∈
b ω に対して、

あるペア ( )( ) 1, , n mw +
+ +∈ ×p x R R が一つの均斉成長解(balanced growth solution) (BG)と呼ば

れるのは、ある実数 1π > − が存在して、それが以下の条件を満たすとき、そのときのみで

ある: 
(a) [ ](1 )B A wLπ≤ + +p p ; 
(b) [ ](1 )B A Lπ≥ + +x b x ;  
(c) w = pb  (生存賃金均衡条件); 
(d) [ ](1 )B A wLπ= + +p x p x ; & 
(e) 0B >p x . 

 
ここで、(a)式は、価格-費用不等式を表しており、競争によって均等利潤率π を超える利潤
は消滅することを含意している。(b)は、財の資本財としての消費であれ個人的消費であれ、
今期の消費量は前期に生産された粗産出量を上回ることは出来ない事を意味する。(d)は収
益性のルールを表明しており、すなわち、均等利潤率を実現できないプロセスは操業され

ない事を含意している。同時に、自由財のルール、すなわち、過剰生産の生じる財の価格

はゼロになる事を含意する。(e)は総産出の価値は正であることを示す。12 
 均斉成長解の存在については、以下の定理が示すように、一般的に保証される： 
 
定 理 2.3 [von Neumann (1945)] ： n

++∈ω R で あ る よ う な 資 本 主 義 経 済

( )( ) ( ), ,, ; , ;A B L N
N O P ν

ν∈
b ω を考える。今、 ( )0 #Oα ≤ω かつ n

++∈b R とする。13 このとき、

均斉成長解 ( )( ),1 ,p x が存在する。 

 
証明：所与の市場価格 ∈Δp の下で, 以下の最適化問題を定義しよう： 

1
min
π ≥−

 ( )1 π+  . .s t  [ ](1 )B A Lπ≤ + +p p .                   (Q1) 

A2’’.より、ある適当な操業水準ベクトル xに対して、 Bx 0� とならなければならない。こ

れは、各財 iに対して、行列 Bの各行は非負, 非ゼロm次元ベクトルである事を意味する。

したがって, B ≠p 0であるので, 上記の問題(Q1)の解は一意に存在し, その解 ( )( )1 π+ p は

                                                  
12 フォン･ノイマン経済体系における均斉成長解の各条件の意味について、より詳細に展開した文献として、
Morishima (1969)を挙げる事ができる。 
13 正の生存消費ベクトルの仮定は、証明のプロセスを簡潔にする為に導入したものであって、再生産可能解の存在にと
って、この仮定は本質的なものではない。 
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正値となる。 ( )π p を価格pの下での保証利潤率(warranted profit rate)と呼ぶ。 

 所与の市場価格と対応する保証利潤率のペア ( )( ),π ∈ Δ ×p p Rの下で, 各資本家

Nν ∈ に関して, 以下の最適化問題を考える： 

max
νx

 ( )( )[ ]1B A Lν νπ− + +p x p p x  . .s t [ ]A L ν ν+ ≤p x pω .          (Q2) 

ここで問題(Q2)の解の集合を ( )( ),ν πA p p で表す。集合 ( )( ),ν πA p p は非空であり, ゼロの

生産活動ベクトルを要素として含んでいる。 

 次に, 所与の市場価格と対応する保証利潤率のペア ( )( ),π ∈ Δ ×p p Rの下で, 各資

本家 Nν ∈ に関して, 任意に問題(Q2)の解 ( )( ),ν ν π∈x A p p を取り出して, プロファイル

( ) N
ν

ν∈
x を１つ構成する。次に, 以下の総超過需要対応 

( ) ( )( )[ ] ( )( )( ){ }1 & ,NZ A L B Nν ν ν
νπ π ν∈≡ + + − = ∈ ∀ ∈∑p p b x x x x x A p p  

を定義する。この総超過需要対応が非空、コンパクト凸値であり、かつΔ上において優半
連続であることを確認することができる。さらに、任意の総超過需要ベクトル ( ) ( )Z∈z p p
に関して、 ( ) 0⋅ =p z p となる事も確認できる。 

以上の議論より、Debreu (1959)のレンマ[Debreu (1959; section 5.6, (1); p. 82)]

を適用すれば、ある価格ベクトル * ∈Δp 及び、ある超過需要ベクトル ( ) ( )* *Z∈z p p が存在

して、 ( )* ≤z p 0となることを確認できる。これは, ある生産活動水準ベクトルのプロファ

イル ( ) ( )( )* * *,NN
ν ν

νν
π∈∈

∈∏x A p p が存在して,  

( )( )[ ]* * *1B A Lπ≥ + +x p b x  ＆ ( )( )* * *1B A Lπ ⎡ ⎤≤ + +⎣ ⎦p p p  

となることを意味する。また * * 0B >p x となることも容易に確認される。賃金率は 1w = であ
るが、これは ( )0 #Oα ≤ω の前提と整合的である。以上の議論より、当該経済において

( ) ( )( )* *,1 ,
N

ν
ν∈

p x が均斉成長解を構成する。                                    Q.E.D. 

 
前節までのモデルと違い、この節では労働者への賃金支払いは生産期間の期首に

行われるものと仮定している。その違いがあるとはいえ、均斉成長解は競争均衡解とも再
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生産可能解とも、著しく異なった外見を持っている。実際、以下で確認するように、均斉

成長解は競争均衡解とはまったく独立な均衡概念であり、したがって、再生産可能解とも

互いに独立な均衡概念である。すなわち、均斉成長解の集合と競争均衡解の集合とは、一

般的にいずれの方向の包含関係も成り立たない。その点を見る為に、以下の数値例を考え

よう： 
 

例 2.1. (均斉成長解と競争均衡解の相互独立性)： 以下のようなフォン・ノイマン経済体系
を考える： 

2 3
2 1

B ⎡ ⎤
= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

, 
1 1
1 0

A ⎡ ⎤
= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

, ( )1,1L = , 
1
1
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

b , 
1
0
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

ω .  

このとき, 均斉成長解の集合は 

                 ( )* * *, ,π ∈p x  ( ){ } { } { }( )2
1 20,1 1 0x x+× ∈ + = ×x R                  (2.2) 

となる。すなわち, 均斉成長解においては常に * 0π = となる。他方、競争均衡解を考える

と, その集合は 

( ) ( ){ }( ) ( ) ( ){ } { }** ** ** **1
1 2

1 2

0 0
, , \ 0,1 , 0,1 0

1 02
p p p

p p
π

⎛ ⎞ ⎛ ⎞⎧ ⎫ ⎧ ⎫⎧ ⎫⎡ ⎤ ⎡ ⎤⎪ ⎪ ⎪ ⎪∈ Δ × × = ∪ × ×⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎨ ⎬ ⎨ ⎬ ⎨ ⎬⎢ ⎥ ⎢ ⎥⎜ ⎟ ⎜ ⎟+⎪ ⎪ ⎪ ⎪⎣ ⎦ ⎣ ⎦⎩ ⎭⎩ ⎭ ⎩ ⎭⎝ ⎠ ⎝ ⎠
p x p (2.3) 

となる。明らかに、均斉成長解でもあり、競争均衡解でもあるような価格と総生産点の組

み合わせは、この経済環境の下では存在しない。均斉成長解の集合と競争均衡解の集合の

交わり(Intersection)は空になっているのである。 
 均斉成長解の集合について、証明しよう。( ), ,πp x が上記の経済体系における均斉

成長解であるとしよう。すると定義 2.3-(a)より、 
( ) ( ) ( ) ( )1 2 1 2 1 2 1,2 1,1 , 1,1p p p p p p pπ π+ + − ≤ + +  

ここで
1
1
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

b 、及び ∈Δp である事より、 1 2 1p p+ = である事を考慮すれば、上の不等式は、 

                            ( ) ( )( )1 10, 2 , 1p pπ π≤ +               (2.4) 

となる。他方、定義 2.3-(b)より、 

1 1 1 1

2 2 2 2

1 2 1 1 1 1 1 1
1 1 1 1 1 0 1 1

x x x x
x x x x

π
⎛ ⎞⎡ ⎤ ⎡ ⎤ ⎡ ⎤ ⎡ ⎤⎡ ⎤ ⎡ ⎤ ⎡ ⎤ ⎡ ⎤

− ≥ +⎜ ⎟⎢ ⎥ ⎢ ⎥ ⎢ ⎥ ⎢ ⎥⎢ ⎥ ⎢ ⎥ ⎢ ⎥ ⎢ ⎥
⎣ ⎦ ⎣ ⎦ ⎣ ⎦ ⎣ ⎦⎣ ⎦ ⎣ ⎦ ⎣ ⎦ ⎣ ⎦⎝ ⎠

. 

今、 >x 0を 1 2 1x x+ = となるように基準化した下で、上記の不等式を整理すると、 

                               2

1

2
10

x
x

π ⎡ ⎤⎡ ⎤
≥ ⎢ ⎥⎢ ⎥ +⎣ ⎦ ⎣ ⎦

                   (2.5) 

となる。よって、(2.5)式より、 0π = でなければならない。その結果、 1 2 1x x+ = となる任

意の非負・非ゼロベクトル >x 0に関して、(2.5)式が成立する。次に、(2.4)式に 0π = を代
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入すると、(2.4)式の成立の為には 1 0p = でなければならない事がわかる。つまり ( )0,1=p で

なければ、(2.4)式は成立しない。最後に ( )0,1=p と任意の >x 0に関して、 0B >p x である。

よって、定義 2.3-(e)が満たされる。 
 次に、競争均衡解の集合について、証明しよう。( ), ,πp x が上記の経済体系におけ

る競争均衡解であるとしよう。第一に、 

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )1 2 1 2 1 2 1
1 2

, 1,1 ,2 1,1 0,
1 1

B A L p p p p p p p⎡ ⎤
− − = − = + + − =⎢ ⎥

⎣ ⎦
p  

であるので、 1 0p ≠ となるような任意の ∈Δp に対して、
0
1
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

x が唯一、利潤最大化を実現

する。この xに関して、 A =x ωが成立している事に留意。さらに、この xに関して、総需
要を求めると、 

1 1 2
0 1 1

A L ⎡ ⎤ ⎡ ⎤ ⎡ ⎤
+ = + =⎢ ⎥ ⎢ ⎥ ⎢ ⎥

⎣ ⎦ ⎣ ⎦ ⎣ ⎦
x b x  

となり、他方、総供給を求めると、 

( ) 1 2 3
0 1 1

B A ⎡ ⎤ ⎡ ⎤ ⎡ ⎤
+ − = + =⎢ ⎥ ⎢ ⎥ ⎢ ⎥

⎣ ⎦ ⎣ ⎦ ⎣ ⎦
ω x  

となる。かくして、この xに関して、定義 2-(b)が満たされる。よって、 

( ) ( ){ }( ) 0
, \ 0,1

1
⎧ ⎫⎡ ⎤⎪ ⎪∈ Δ × ⎨ ⎬⎢ ⎥
⎪ ⎪⎣ ⎦⎩ ⎭

p x  

は競争均衡解を構成し、対応する利潤率はこの場合、 1

1 2
0

2
p

p p
π = >

+
である。ちなみに、

このタイプの競争均衡解は、この経済では再生産可能解でもある。実際、
0
1
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

x に関して、 

( ) 2 1
1 1

B A L⎡ ⎤ ⎡ ⎤
− = ≥ =⎢ ⎥ ⎢ ⎥

⎣ ⎦ ⎣ ⎦
x b x  

である事より、定義 2.1-(b)が満たされている事を確認できるのである。 
 次に、 ( )0,1=p の場合は、 1 2 1x x+ = となる任意の非負・非ゼロベクトル >x 0も

=x 0も、いずれも最大利潤ゼロを実現する。しかしながら、 ( )0,1=p の場合、 0=pω 。よ

って、 >x 0は資本家の予算制約を満たさないので、結局、 ( )0,1=p の場合、 =x 0のみが定

義 2.2-(a)を満たす。このとき、定義 2-(b)が満たされるのは自明。定義 2.2-(c)も同様である。
よって、 

( ) ( ) 0
, 0,1 ,

0
⎛ ⎞⎡ ⎤

= ⎜ ⎟⎢ ⎥
⎣ ⎦⎝ ⎠

p x  

は自明な競争均衡解を構成し、対応する利潤率は 0π = である。このとき、 0B =p x となる

ので、この競争均衡解は均斉成長解ではない。                  Q.E.D. 
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2.5. マルクス的均衡解に関する厚生経済学の基本定理 
本節では、前節まで議論してきた再生産可能解を、配分効率性の観点から、その

厚生経済学的含意について、分析する。すなわち、ここで考察している経済環境の下での

効率性条件を、以下において導入し、上記の均衡解がこの性質を満たすか否かの確認を行

う。もっとも、再生産可能解は競争均衡解のリファインメントであったので、競争均衡解

一般に関して、それがパレート効率性を満たすという厚生経済学の第一定理により、再生

産可能解についてもパレート効率的である事が従う。但し、このパレート効率性概念は以

下の仮定を前提とするだろう。 
 
A4. 生存賃金下における労働者の無差別性：一単位労働当たりの実質賃金が生存消費財ベ
クトルbに等しいとき、労働者階級Oの構成メンバーは全て、労働時間の供給に対して無
差別である。すなわち、任意の労働供給時間 [ ], 0,1l l′∈ に関して、全ての労働者は以下の二

つの消費財と余暇時間の組み合わせ、( )1 ,l l− b と ( )1 ,l l′ ′− b 、の選好に関して無差別である。 

 
この仮定によって、均衡において生存賃金率が成立している限り、全ての労働者にとって、

雇用されて何時間働くか否か、あるいは失業して何らかの留保所得を得て食いつなぐかの

選択に関して、まったく無差別であることを意味する。この仮定は生存賃金概念に照らせ

ば理に適っていると言えるだろう。そしてこの仮定は、労働者が余暇への選好を持たない

との想定と合わせれば、当該社会の人々の効用に関するパレート改善の余地を考察する際

に、労働者の効用や失業率などを考慮しなくてよい事を意味する。すなわち、我々が考察

する均衡状態からのパレート改善の可能性を分析する際に、我々は労働者の効用改善につ

いて考察する必要はない。労働者の効用改善の可能性は、均衡における賃金率を生存賃金

水準よりも上昇させる事しか有り得ない。しかし、それは資本家の利潤収入を減らすであ

ろう故に、パレート改善に繋がらない。したがって、パレート改善の可能性は、労働者の

単位時間当たりの収入を生存賃金率に留めたままで、資本家階級内での彼らの利潤収入に

関するパレート改善の可能性を考察すれば十分である。 
 かくして A4.の下では、ここで考察する資本主義経済においては、パレート効率的
配分とは、各資本家の利潤収入の配分に他ならない。したがって、均衡価格の下で評価さ

れた社会全体の総利潤が、再生産可能解の下での総生産点によって最大化されている限り、

この解の下での資源配分はパレート効率的である。また、実際に、社会全体の総利潤最大

化が実現されている事も、定義より容易に確認できるのである。 
 以上より、再生産可能解の効率性機能の評価の為には、パレート効率性以上の条

件の導入が望ましいと言える。この均衡解は、もともと Roemer(1980)によって、時間の存
在する経済環境での一時的市場均衡の解概念として提示されたものであり、資本財ストッ

クの拡大再生産の可能性に関する解概念である事から考えても、資本財ストックの蓄積に

関する効率性を考えるのが望ましいかもしれない。そのような効率性概念として、以下の
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ような条件を考えよう： 
 

定義 2.4. : 任意の資本主義経済 ( ) ( ), ; , ;
N

N O P ν
ν∈

b ω において、ある総生産点 P∈α が実行

可能(feasible)であるとは、それが以下の条件を満たすときである： ≤α ω . 

 

定義 2.5. : 任意の資本主義経済 ( ) ( ), ; , ;
N

N O P ν
ν∈

b ω において、ある総生産点 P∈α が効率

的(efficient)であるとは、それが実行可能な生産点であり、かつ、それ以外の任意の実行可
能な総生産点 P′∈α で、以下の条件を満たすものが無いときである： 

0 0ˆ ˆα α′ ′− > −α b α b . 

 

定 義 2.6. : 任 意 の 資 本 主 義 経 済 ( ) ( ), ; , ;
N

N O P ν
ν∈

b ω に お い て 、 あ る ペ ア

( )( ) 1, , nw P+
+∈ ×p α R が効率的再生産可能解 (an efficient reproducible solution) (ERS)と

呼ばれるのは、 ( )( ), ,wp α が一つの再生産可能解であって、かつ他の実行可能総生産点

P′∈α によって以下の様にならないとき、そのときのみである: 

0 0ˆ ˆα α′ ′− > −α b α b . 

 

定理 2.4： n
++∈ω R であるような資本主義経済 ( ) ( ), ; , ;

N
N O P ν

ν∈
b ω を考える。今、

( )0 #Oα ≤ω かつ n
++∈b R とする。14 このとき、 ( )( ),1 ,p α が再生産可能解ならば効率的再生

産可能解 ( )( ),1 , ′p α が存在する。 

 

証明： ( )( ),1 ,p α は再生産可能解であるが、効率的ではないとしよう。このとき、別の実行

可能総生産点 P′∈α が存在して、 0 0ˆ ˆα α′ ′− > −α b α bであるとしよう。この不等式に両辺から
価格ベクトルpを乗じると、 
                               0 0ˆ ˆα α′ ′− ≥ −pα pα .                             (2.6) 

′α の実行可能性より、 ′ ≤pα pωであり、かつ、再生産可能解の下では =pα pωである。こ

                                                  
14 正の生存消費ベクトルの仮定は、証明のプロセスを簡潔にする為に導入したものであって、再生産可能解の存在にと
って、この仮定は本質的なものではない。 
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こで ′ <pα pωであるとしよう。すると(2.6)式より、 

0 0ˆ ˆα α′ ′− −>
′

pα pα
pα pα

 

となり、これは ( )( ),1 ,p α が再生産可能解である故に、αが価格 ( ),1p の下で、予算制約下の

利潤最大化問題(P1)の解でなければならない事に矛盾する。よって ′ =pα pωである。同様
に、αが価格 ( ),1p の下で、予算制約下の利潤最大化問題(P1)の解である事から、(2.6)式は 

厳密に等式で成立しなければならない。これは、 ( )( ),1 , ′p α も再生産可能解である事を意味

する。                                                                     Q.E.D. 
 

定理 2.4 は再生産可能解が存在する経済環境――具体的には *∈ω ^ となる事――であれば
必ず、効率的再生産可能解が存在する事を意味する。 

上記のような性質は、フォン・ノイマン経済体系の下での均斉成長解では必ずし

も保証されない。すなわち、均斉成長解の配分はパレート効率的になる保証はないし、そ

の総生産点が効率的になる保証もないのである： 
 

定 理 2.5 ： n
++∈ω R , ( )0 #Oα ≤ω , か つ n

++∈b R で あ る よ う な 資 本 主 義 経 済

( )( ) ( ), ,, ; , ;A B L N
N O P ν

ν∈
b ω であって、全ての均斉成長解の配分がパレート効率的でもその

総生産点が効率的でもないものが存在する。 
 
証明：フォン・ノイマン経済体系として、以下のような経済環境を考えよう： 

1 1 0
0 0 1

A ⎡ ⎤
= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

, 
2 4 4
2 2 3

B ⎡ ⎤
= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

, ( )1,1,1L = , 
1
1
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

b , 
2
2
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

ω . 

この経済環境における均斉成長解の集合を導出する。定義 3-(a)より、 
[ ] [ ]B A L A Lπ− − ≤ +p p  

 ⇔ ( ) ( )1 2 1 2 1 2 1 1 22 1,3 2 1,4 2 1 1, 1, 1,p p p p p p p p pπ+ − + − + − ≤ + + + . 
ここで ∈Δp より 1 2 1p p+ = であるので、上の不等式は、 

( ) ( )2 1 1 1 1 2, 1,2 1 1, 1, 1,p p p p p pπ⇔ + + ≤ + + + .            (2.7) 
この不等式の左辺と右辺それぞれの第二項を見れば、共に 1 1p + であるので、π は少なくと
も 1 以上である事が従う。したがって、上の不等式を満たすπ の最小値は 1 である。ここ
で、 1π = のときの上記の不等式を満たす価格ベクトルは 

∈Δp  s.t. 1
10
3

p≤ ≤  
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である事が従う。 
 次に、定義 2.3-(b)より、 

[ ] [ ]B A L A Lπ− − ≥ +x b x x b x ⇔ 1 2 3 1 2

1 2 3 3

3 4 1 1
2 2 2 1 1
x x x x x
x x x x

π
+ + − + +⎡ ⎤ ⎡ ⎤

≥⎢ ⎥ ⎢ ⎥+ + − +⎣ ⎦ ⎣ ⎦
. 

ここで 1 2 3 1x x x+ + = となる非負・非ゼロベクトル >x 0に基準化して考えると上の不等式

は： 

                              32 3

3

22 3
11

xx x
x

π
−+ ⎡ ⎤⎡ ⎤

≥ ⎢ ⎥⎢ ⎥ +⎣ ⎦ ⎣ ⎦
             (2.8) 

となる。今、 

1

1
0
0

⎡ ⎤
⎢ ⎥= ⎢ ⎥
⎢ ⎥⎣ ⎦

x , 2

0
1
0

⎡ ⎤
⎢ ⎥= ⎢ ⎥
⎢ ⎥⎣ ⎦

x , 3

0
0
1

⎡ ⎤
⎢ ⎥= ⎢ ⎥
⎢ ⎥⎣ ⎦

x  

に関して、それぞれ(2.8)式に代入して、その不等式を満たすπ の最大値を求めると、 

1x のとき 0π = ; 2x のとき 1π = ; 3x のとき 1
2

π =  

となる。したがって、 2x で 1π = が(2.8)式で求めるべき解になる。実際、 1π = は、(2.7)式
における最小値であるので、それが均斉成長解の保証利潤率となる。また、均斉成長解の

集合は 

( ), ,π ∈p x { } { }2
1

10 1
3

p
⎛ ⎞⎧ ⎫∈ Δ ≤ ≤ × ×⎨ ⎬⎜ ⎟
⎩ ⎭⎝ ⎠
p x  

となる。 

 均斉成長解における総生産点は常に 2x の生産活動ベクトルに対応するものであり、 

( )2 2 2 1 4
, , 1, ,

0 2
L A B

⎛ ⎞⎡ ⎤ ⎡ ⎤
− − = − −⎜ ⎟⎢ ⎥ ⎢ ⎥

⎣ ⎦ ⎣ ⎦⎝ ⎠
x x x  

である。そのとき 

2 2 2
1

A L ⎡ ⎤
+ = <⎢ ⎥

⎣ ⎦
x b x ω  

より、この生産点は実行可能である。しかし、 2x に対応するこの生産点は効率的ではない。
なぜならば、生産活動ベクトル 3x を採用する事によって、我々は総生産点 

( )3 3 3 0 4
, , 1, ,

1 3
L A B

⎛ ⎞⎡ ⎤ ⎡ ⎤
− − = − −⎜ ⎟⎢ ⎥ ⎢ ⎥

⎣ ⎦ ⎣ ⎦⎝ ⎠
x x x  

を選択可能であり、かつ 

3 3 1
2

A L ⎡ ⎤
+ = <⎢ ⎥

⎣ ⎦
x b x ω  

より、この生産点は実行可能である。さらに剰余生産ベクトルを比較すると、 
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[ ] [ ]3 3 2 23 2
1 1

B A L B A L⎡ ⎤ ⎡ ⎤
− − = > = − −⎢ ⎥ ⎢ ⎥

⎣ ⎦ ⎣ ⎦
x b x x b x . 

これは、この経済環境では全ての均斉成長解の対応する総生産点は効率的ではないことを

意味する。さらに、 
[ ] ( )2 1 1, 1,2 1B A L p p p− − = + +p  

より、任意の 1
10
3

p⎧ ⎫∈ ∈Δ < ≤⎨ ⎬
⎩ ⎭

p p に関して 

                       [ ] [ ]3 3 2 2B A L B A L− − > − −p x x p x x                      (2.9)       

となる。このpは均斉成長解の下での均衡価格であるので、(2.9)式は、 2x に対応する生産

点が、 3x に対応する生産点によって、パレート優越されている事を意味する。       Q.E.D. 
 

以上の定理より、結合生産の存在を許容するフォン・ノイマン経済体系の下では、

均斉成長解のように生産部門間の利潤率均等化を均衡条件として要請する事と、パレート

効率性より従う、総生産点の利潤最大化条件とが一般的には両立しない事が確認できる。

マルクスが資本論 IIIで論じたように、マルクス的長期市場均衡の条件として、産業部門間
の利潤率の均等化が要請される。その要請と、配分のパレート効率性、ないしは総生産点

の利潤最大化条件とは、レオンチェフ経済体系を想定する限り、投入産出行列が分解不可

能であれば、常に両立する。実際、2.3節の系 2.1で見たように、分解不可能な投入産出行
列を持つレオンチェフ経済体系の下では、任意の再生産可能解は常に部門間の利潤率均等

化を実現している。つまり利潤率の均等化という性質は、レオンチェフ経済体系の下では、

資本家の利潤最大化という合理的意思決定によるミクロ的基礎付けが存在し、その配分結

果はパレート効率的な性質をもたらすのである。他方、我々はこの節での分析を通じて、

マルクス派にとって望ましい資本主義的均衡のそうした性質は、フォン・ノイマン経済体

系の下では、もはや一般的に成立しない事を確認した。つまり、部門間の利潤率均等化に

よって条件づけられた資本主義的市場均衡は、資本家の利潤最大化という合理的意思決定

によるミクロ的基礎付けを与える事が一般には出来ないのであり、その配分結果もパレー

ト効率的である保証はないのである。その意味で、市場の長期均衡においては産業部門間

の資本移動が均衡する状況であるので、部門間の利潤率均等化として特徴付けられるだろ

うと主張する、古典派経済学及びマルクス派の議論は、合理的根拠を持ったものではなか

ったと、総括できるかもしれない。 
 
2.6. 労働者階級内の異なる消費選好の存在する経済での均衡解 

前節までの議論では、資本家たちは利潤収入をもっぱら資本蓄積に投資すると想定し、

他方、労働者たちは賃金収入を通じて購入する消費財ベクトルが、全て共通の生存消費ベ

クトルであるものと想定して、議論を行ってきた。以下では、労働者階級の消費選択行動
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をモデルに導入し、かつ、個々の労働者のタイプによって、同一の労働供給に対する同一

の賃金収入の下であっても選択される消費財ベクトルが異なり得る、というより一般的な

想定を行い、そのような経済環境での再生産可能解の定式化を行う。 
任意の労働者 Oο ∈ の消費空間 n

+R 上での選好を表す実数値関数 : nuο
+ →R Rが存在

し、uοは n
+R 上で連続、強単調、強準凹、かつホモセティックであると仮定する。今、名目

賃金率w ++∈R であるときに 1労働日を提供する労働者 Oο ∈ の消費選択行動は、以下の問

題によって定式化される： 

                          ( )max n uο
+∈d R

d  s.t. w=pd .                        (2.10) 

この問題の解を ( ),wοd p で表す事にする。今、単純化の為、各労働者の効用関数は強準凹

と仮定されている為、解 ( ),wοd p は価格体系 ( ),wp の連続関数となる。さらに今、ホモセテ

ィックな効用関数を仮定していたので、 n
+∈p R に関するある連続関数 ( )οd p が存在して、

( ) ( ),w wο ο=d p d p となる。よって、労働者 Oο ∈ の消費行動は彼の消費に関する需要関数

( )ο ⋅d によって表す事が出来るのである。かくして、いまや一つの資本主義経済はリスト

( )( )( ) ( ), ; , ;
O N

N O P ο ν
ο ν∈ ∈

⋅d ω によって与えられる。 

次に、今、価格体系 ( ),wp の下で、各労働者οの労働供給が 0
οα +∈R であるとする。

ここである個人の 0
οα はゼロであるという可能性を排除していない事に留意せよ。そのとき、

この経済全体での総労働供給は 0 0O
ο

οα α∈= ∑ である。このとき、各労働者が賃金収入を予

算制約として消費選択を行う結果、各個人の消費需要は ( )w οd p となる。したがって、この

経済全体の平均的消費需要は 

                        ( )( ) ( )0
0

0
; O

O

w
w

ο ο
οο

ο

α
α

α
∈

∈
≡ ∑ d p

d p                       (2.11) 

となる。定義より、 ( )( )0; 1
O

ο
ο

α
∈

=pd p が成立する。 

 ここで記号として、 { }1 1n n n
ii p+ =Δ ≡ ∈ =∑p R としよう。以上の設定の下で、資本主

義経済 ( )( )( ) ( ), ; , ;
O N

N O P ο ν
ο ν∈ ∈

⋅d ω における再生産可能解の定式化の準備が整った： 
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定義 2.7. [Yoshihara (2006)]: 任意の資本主義経済 ( )( )( ) ( ), ; , ;
O N

N O P ο ν
ο ν∈ ∈

⋅d ω に対して、

あるペア ( )( ),1 , n P+∈Δ × ×p α R が一つの再生産可能解 (a reproducible solution) (RS)と呼

ばれるのは、それが以下の条件を満たすとき、そのときのみである: 

(a) Nν∀ ∈ , ( ),1ν ν∈α pA , 但し N
ν

ν∈≡ ∑α α  (利潤最大化条件) ; 

(b) ( )( )0 0ˆ ;
O

ο
ο

α α
∈

≥α d p , 但し ( )0 , , Pα= − − ∈α α α  & ˆ = −α α α  (再生産可能条件) ; 

(c) ( )( )0; 1
O

ο
ο

α
∈

=pd p  (生存賃金均衡条件) ; & 

(d) ≤α ω  (社会的実行可能性条件). 

 
この定義は基本的に定義 2.1と同じである。違いは、雇用労働者の集計的消費需要が、彼ら
の消費需要関数によって内生的に決まるという点だけである。 

定義 2.7 の再生産可能解の存在証明をする為に、以下では、準再生産可能解
(quasi-reproducible solution)という概念を導入しよう。まず資本家の最適化問題は(P1)の

代わりに、以下のように与えられるとする。 0Wν > という金融資本を所有する任意の資本
家 Nν ∈ は、価格体系 ( ),wp の下で、予算制約下の利潤最大化を達成するように、生産計画

を設定する: すなわち、所与の市場価格体系 ( ) 1, nw +
+∈p R の下,以下の様な予算制約下の利潤

最大化問題(P1*)  

                       ( )0 , ,
max

Pν ν ν να= − − ∈α α α
 ( )0wν ν να− +pα pα                    (P1*) 

s.t. Wν ν≤pα , 

の解となるような生産計画 ( )0 , , Pν ν ν να= − − ∈α α α を選択する。価格体系 ( ),wp の下での問題

(P1*)の解の集合を、 ( ),wν pA で表す事とする。このとき： 

 

定義 2.8.: 任意の資本家の金融資本プロフィール ( ) n
N

Wν
ν ++∈

∈R の下で、あるペア

( )( ),1 , n P+∈Δ × ×p α R が一つの準再生産可能解 (a quasi-reproducible solution) (QRS)と

呼ばれるのは、それが以下の条件を満たすとき、そのときのみである: 
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(a) Nν∀ ∈ , ( ),1ν ν∈α pA , 但し N
ν

ν∈≡ ∑α α  (利潤最大化条件) ; 

(b) ( )( )0 0ˆ ;
O

ο
ο

α α
∈

≥α d p , 但し ( )0 , , Pα= − − ∈α α α  & ˆ = −α α α  (再生産可能条件) ; & 

(c) ( )( )0; 1
O

ο
ο

α
∈

=pd p  (生存賃金均衡条件). 

 
この定義は、労働者の需要が生存消費ベクトルに固定されているモデルで定式化された、

Roemer (1980,1981)における準再生産可能解の定義に準じている。違いは、労働者の平均

的消費需要がbとして外生的に固定されているのではなく、 ( )( )0;
O

ο
ο

α
∈

d p として内生的に

決定される点である。 
 以下では、Roemer (1980,1981)における、労働者の平均的消費需要がbとして外
生的に固定されているモデルでの、準再生産可能解の存在証明、そしてその系としての再

生産可能解の存在証明、という手法に基づいて、内生化された労働者の平均的消費需要モ

デルでの再生産可能解の存在証明を行う事としたい。市場価格 n∈ Δp が所与の下で、金融

資本Wν を所有する各資本家 Nν ∈ の実行可能な生産集合を ( ) { }B P Wν ν ν ν≡ ∈ ≤p α pα と

定義する。 
 
Lemma 2.3: 任意の Nν ∈ に関して、 0Wν > としよう。このとき、任意の n∈Δp に対して、

( )Bν p は非空、凸、かつコンパクトである。また、対応 : nB Pν Δ →→ は劣半連続である。 

 
証明： レンマ 2.1の証明に準じる。                                           Q.E.D. 
 
Lemma 2.4: 任意の Nν ∈ に関して、 0Wν > としよう。このとき、任意の n∈Δp に対して、

( ),1ν pA は非空、凸、かつコンパクトである。また、対応 : nA Pν Δ →→ は優半連続である。 

 
証明： レンマ 2.2の証明に準じる。                                           Q.E.D. 
 

記号として、 NW Wν
ν∈≡ ∑ としよう。また、総金融資本額W の下で雇用可能な労

働力の最大値を、記号 ( )0 Wα で表そう。 ( )0 Wα は以下の様に決まるケースもある： 

( ) ( ){ }0 0 0max & , , :nW P Wα α α= ∃ ∈ Δ ∃ = − − ∈ =p α α α pα . 
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このとき： 
 

定 理 2.6 ： 任 意 の Nν ∈ に 関 し て 、 0Wν > と な る 資 本 主 義 経 済

( )( )( ) ( ), ; , ;
O N

N O P Wο ν
ο ν∈ ∈

⋅d を考える。今、 ( )0 #W Oα ≤ とする。このとき、準再生産可

能解 ( )( ),1 ,p α が存在する。 

 
証明：総超過需要対応 : n nZ Δ →→ R を以下のように定義しよう：任意の n∈Δp に対して、

総超過需要集合を 

( ) ( ) ( )( ) ( )( ){ }0 0 ˆ; ,1
N NO

Z A Nν ο ν ν ν
ν νο

α α ν
∈ ∈∈

≡ ⋅ − ∈ ∀ ∈∑ ∑p d p α α p  

とする。この総超過需要対応が非空、コンパクト凸値であり、かつ nΔ 上において優半連続
であることを確認することができる。さらに、任意の総超過需要ベクトル ( ) ( )Z∈z p p に関

して、 ( ) 0⋅ ≤p z p となる。それは、第一に、任意の Nν ∈ に関して ( ),1Aν ν∈α p かつ ( )Bν∈0 p

である事から、 0ˆ 0N N
ν ν

ν ν α∈ ∈− ≥∑ ∑pα が従う為に、確認できる。 
 以上の議論より、Debreu (1959)のレンマ[Debreu (1959; section 5.6, (1); p. 82)]

を適用すれば、ある価格ベクトル * n∈ Δp 及び、ある超過需要ベクトル ( ) ( )* *Z∈z p p が存在

して、 ( )* ≤z p 0となることを確認できる。これは定義 2.8-(b)の条件が満たされている事を

意味する。また、総超過需要の定義より、 ( )*z p に対応する ( ) ( )* *,1NN
Aν ν

νν ∈∈
∈×α p が存在

する。賃金率は 1w = であるが、これは ( )0 #W Oα ≤ の前提と整合的である。以上の議論よ

り、当該経済において ( ) ( )( )* *,1 ,
N

ν
ν∈

p α が準再生産可能解を構成する。             Q.E.D. 

 

系 2.2： 任意に、金融資本賦存のプロフィール ( ) n
N

Wν
ν ++∈

∈R が与えられているとしよう。

このとき、ある物的資本財の初期賦存プロフィール ( ) nN
N

ν
ν +∈

∈ω R と ( )0 #W Oα ≤ となる労

働者階級の集合O が存在して、資本主義経済 ( )( )( ) ( ), ; , ;
O N

N O P ο ν
ο ν∈ ∈

⋅d ω において、

Wν ν=pω  ( )Nν∀ ∈ となるような再生産可能解 ( )( ),1 ,p α が存在する。 
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証明：定理 2.6 より、この金融資本プロフィール ( ) n
N

Wν
ν ++∈

∈R に対して、 ( )0 #W Oα ≤ と

なる労働者階級の集合Oが存在して、資本主義経済 ( )( )( ) ( ), ; , ;
O N

N O P Wο ν
ο ν∈ ∈

⋅d におい

て準再生産可能解 ( )( ),1 ,p α が存在する。今、 ≥ω αかつ、 W=pω となるような n
+∈ω R を

任意に選ぶとしよう。これを適度に N 人の資本家の間で分割する事によって、 ( )( ),1 ,p α は

再生産可能解となり、このとき Wν ν=pω  ( )Nν∀ ∈ が保証される。               Q.E.D. 

 
この系 2.2による再生産可能解の存在証明は、解の存在定理として満足いくものではない。
なぜならば、再生産可能解の存在を保証するようなωの定義域についての性質が、定理 2.2

における集合 *^ のような形では明らかになっていないからである。しかしながら我々は、

定理 2.6及び系 2.2によって、任意の正の金融資本プロフィール ( ) N
Wν

ν∈
に関して、準再生

産可能解が存在し、かつ、その解を再生産可能解として支持するような物的資本財の初期

賦存プロフィール ( ) N
ν

ν∈
ω を確定できる事を知っている。これらの確定作業を各正の金融資

本プロフィール ( ) N
Wν

ν∈
ごとに行う事によって、結果的には事後的に、我々は再生産可能解

の存在を保証するωの定義域を導出する事が出来るのである。 
 次に、やはり労働者たちの消費選好が異なる場合の、フォン・ノイマン経済にお

ける均斉成長解の定式とその存在定理について、議論しよう。最初に、各労働者の雇用労

働量は L οx で与えられる。よって、(2.11)式で与えられたような、名目賃金率が 1の場合の
労働者階級の平均的消費需要ベクトルは、 

( )( ) ( ); O
O

O

L
L

ο ο
οο

οο
ο

∈

∈
∈

≡ ∑
∑

d p x
d p x

x
 

によって与えられる。そのとき、均斉成長解は以下のように定義される： 
 

定義 2.9 [吉原(2005)]: 任意の資本主義経済 ( ) ( )( )( ) ( ), ,, ; , ;A B L O N
N O P ο ν

ο ν∈ ∈
⋅d ω に対して、

あるペア ( )( ),1 , n m
+ +∈Δ × ×p x R R が一つの均斉成長解(balanced growth solution) (BG)と呼

ばれるのは、ある実数 1π > − が存在して、それが以下の条件を満たすとき、そのときのみ
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である: 
(a) [ ](1 )B A Lπ≤ + +p p ; 

(b) ( )( )(1 ) ;
O

B A Lο
ο

π
∈

⎡ ⎤≥ + +⎢ ⎥⎣ ⎦
x d p x x ;  

(c) ( )( )1 ;
O

ο
ο∈

= pd p x  (生存賃金均衡条件); 

(d) [ ](1 )B A Lπ= + +p x p x ; & 
(e) 0B >p x . 

 
それぞれの条件式について、説明を繰り返す必要は無いだろう。 
 この解の存在定理は以下のように、かなり一般的に与えられる： 
 

定理 2.7 [吉原(2005)]：任意の資本主義経済 ( ) ( )( )( ) ( ), ,, ; , ;A B L O N
N O P ο ν

ο ν∈ ∈
⋅d ω を考える。

今、 ( )0 #Oα ≤ω とする。このとき、均斉成長解 ( )( ),1 ,p x が存在する。 

 
証明：定理の証明は基本的に、定理 2.3の証明方法に準じる。所与の市場価格 ∈Δp の下で, 

以下の最適化問題を定義しよう： 

1
min
π ≥−

 ( )1 π+  . .s t  [ ](1 )B A Lπ≤ + +p p .                   (Q3) 

A2’’.より、ある適当な操業水準ベクトル xに対して、 Bx 0� とならなければならない。こ

れは、各財 iに対して、行列 Bの各行は非負, 非ゼロm次元ベクトルである事を意味する。

したがって, B ≠p 0であるので, 上記の問題(Q3)の解は一意に存在し, その解 ( )( )1 π+ p は

正値となる。 

 所与の市場価格と対応する保証利潤率のペア ( )( ),π ∈Δ ×p p Rの下で, 各労働者

Oο ∈ に関して, 以下の最適化問題を考える： 

max
οx

 ( )( )[ ]1B A Lο οπ− + +p x p p x  . .s t 1L ο ≤x .              (Q4) 

ここで問題(Q4)の解の集合を ( )( ),ο πA p p で表す。集合 ( )( ),ο πA p p は非空であり, ゼロの

生産活動ベクトルを要素として含んでいる。 

 次に, 所与の市場価格と対応する保証利潤率のペア ( )( ), nπ ∈ Δ ×p p Rの下で, 各
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労働者 Oο ∈ に関して, 任意に問題(Q4)の解 ( )( ),ο ο π∈x A p p を取り出して, プロファイル

( ) O
ο

ο∈
x を１つ構成する。次に, 以下の総超過需要対応 

( ) ( )( ) ( )( ) ( )( )( ){ }1 ; & ,OO
Z A L B Oο ο ο ο

οο
π π ο∈∈

⎡ ⎤≡ + + − = ∈ ∀ ∈⎢ ⎥⎣ ⎦ ∑p p d p x x x x x x A p p  

を定義する。この総超過需要対応が非空、コンパクト凸値であり、かつ nΔ 上において優半
連続であることを確認することができる。さらに、任意の総超過需要ベクトル ( ) ( )Z∈z p p
に関して、 ( ) 0⋅ =p z p となる事も確認できる。 

以上の議論より、Debreu (1959)のレンマ[Debreu (1959; section 5.6, (1); p. 82)]

を適用すれば、ある価格ベクトル * n∈ Δp 及び、ある超過需要ベクトル ( ) ( )* *Z∈z p p が存在

して、 ( )* ≤z p 0となることを確認できる。これは, ある生産活動水準ベクトルのプロファ

イル ( ) ( )( )* * *,ON
ο ο

οο
π∈∈

∈∏x A p p が存在して,  

( )( ) ( )( )* * * * *1 ;
O

B A Lο
ο

π
∈

⎡ ⎤≥ + +⎢ ⎥⎣ ⎦
x p d p x x  ＆ ( )( )* * *1B A Lπ ⎡ ⎤≤ + +⎣ ⎦p p p  

となることを意味する。また * * 0B >p x となることも容易に確認される。賃金率は 1w = であ
るが、これは ( )0 #Oα ≤ω の前提と整合的である。以上の議論より、当該経済において

( ) ( )( )* *,1 ,
O

ο
ο∈

p x が均斉成長解を構成する。                                    Q.E.D. 

 
このように、均斉成長解の存在問題に関しては、労働者個人間の消費需要の違いは深刻な

困難をもたらす事無く、一般的な定理が導き得るのである。 
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